
芦屋市地球温暖化対策実行計画 
（区域施策編）

令和７（２０２５）年３月  

芦屋市 



1 

芦屋市は令和３（2021）年６月１日に「芦屋市ゼロカーボンシティ」を表
明しました。 
１．省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの活用などにより令和 32（2050）年ま
でに温室効果ガス実質ゼロにむけて取り組みます。 
２．クールチョイスに取り組みます。 
３．花と緑いっぱいのまちづくりをこれからも続けます。 

カーボンニュートラル（温室効果ガス実質排出量実質ゼロ）とは 
温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを意味し、「排出を全体としてゼロ」とすることです。二酸化炭素

をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的

にゼロにすることを意味しています。「排出量」の中には、再生可能エネルギーの導入による二酸化炭素の削減も含み

ます。 

芦 屋 市 民 憲 章 

わたくしたち芦屋市民は、国際文化住宅都市の市民である誇りをもって、わたくしたちの芦屋を

より美しく明るく豊かにするために、市民の守るべき規範として、ここに憲章を定めます。 

この憲章は、わたくしたち市民のひとりひとりが、その本分を守り、他人に迷惑をかけないという

自覚に立って互いに反省し、各自が行動を規律しようとするものであります。

1 わたくしたち芦屋市民は、文化の高い教養豊かなまちをきずきましょう。 

1 わたくしたち芦屋市民は、自然の風物を愛し、まちを緑と花でつつみましょう。 

1 わたくしたち芦屋市民は、青少年の夢と希望をすこやかに育てましょう。 

1 わたくしたち芦屋市民は、健康で明るく幸福なまちをつくりましょう。 

1 わたくしたち芦屋市民は、災害や公害のない清潔で安全なまちにしましょう。 
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第１章 計画策定の背景 

（１－１）区域施策編策定の背景
ア 気候変動の影響 

気候変動問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関わ

る安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つとされています。既に世界

的にも平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測されています。 

令和３(2021)年８月には、ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）第６次評価報告書

が公表され、同報告書では、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには

疑う余地がないこと、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現

れていること、気候システムの多くの変化（極端な高温や大雨の頻度と強度の増加、いくつ

かの地域における強い熱帯低気圧の割合の増加等）は、地球温暖化の進行に直接関係して拡

大することが示されました。 

地球温暖化が現在の進行速度で進行すると、2030 年から 2052 年の間に気温上昇が 

1.5℃に達する可能性が高いことが予測されており、それを超えると深刻で不可逆的な変

化・影響が生じ得る閾値（ティッピングポイント）の存在が指摘されていることなども踏ま

え、気温上昇を 1.5℃に抑える努力を追求し、重大な気候変動影響を低減・回避するため、

こうした適応の取組とあわせ、緩和の取組の着実な実施が重要とされています。 

イ 地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 

大気中の温室効果ガスの濃度の安定化を究極的な目的とし、地球温暖化がもたらすさま

ざまな悪影響を防止するための国際的な枠組みを定める、気候変動に関する国際連合枠組

条約（以下「気候変動枠組条約」という。）が平成４（1992）年に国連環境開発会議（地球

サミット）において採択され、平成６（1994）年に発効されました。これに基づき、平成７

（1995）年から毎年、気候変動枠組条約締約会議（ＣＯＰ）が開催されており、平成９（1997）

年に京都で開催されたＣＯＰ３において、京都議定書が採択され、平成 17（2005）年に発

効されました。その中で日本については、温室効果ガスの総排出量を、平成 20（2008）年か

ら平成 24（2012）年の第一約束期間に、平成２（1990）年比６％削減するとの目標が定めら

れました。 

平成 22（2010）年にメキシコのカンクンで開催されたＣＯＰ１６では、先進国と発展途

上国両方の削減目標および行動が同じＣＯＰ決定の中に位置付けられたカンクン合意が採

択されました。 

翌年、南アフリカのダーバンで開催されたＣＯＰ１７において実施が決定された京都議

定書の第二約束期間について、日本やロシア、ニュージーランド等数か国は、一部の先進国

のみが削減義務を負う第一約束期間の枠組みを固定化するような第二約束期間の設定は受

け入れらないと表明し、参加を見送ったほか、カナダは京都議定書からの離脱を表明しまし
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た。 

このＣＯＰ１７では、令和２（2020）年以降からの新たな枠組みについても話し合われ、

全ての国が参加する枠組みを平成 27（2015）年までに構築することが決定されました。こ

の決定に基づき、翌年にカタールのドーハで開催されたＣＯＰ１８では、第二約束期間を令

和２（2020）年までとし、京都議定書の改正案が正式に採択されるとともに、平成 27（2015）

年の交渉妥結に向けたスケジュールが策定されました。 

令和２（2020）年以降の温室効果ガス排出削減の枠組みについては、平成 27（2015）年

にパリで開催されたＣＯＰ２１においては、発展途上国を含む全ての参加国に温室効果ガ

ス削減の努力を求める「パリ協定」が採択され、平成 28（2016）年 11 月に発効されました。 

令和５（2023）年に、UAEのドバイで開催された COP28 では、パリ協定で掲げられた目標

達成に向けて、世界全体の進捗状況を評価する「グローバル・ストックテイク（GST）」が初

めて実施されました。 

GST はパリ協定の目標達成状況について世界全体の進捗を評価するとともに、各国のおこ

なうべき行動に示唆を与えるものです。COP28 で初めておこなわれた GST の結果、採択され

た決定文書では、パリ協定の目標達成にあたり、「世界の気温上昇を 1.5 度に抑える」とい

う目標まで隔たりがあることや、1.5 度目標に向けて行動と支援が必要であることが強調さ

れました。 

温室効果ガス（GHG）排出削減を指す「緩和」に関しては、対策強化に向けて、まず、1.5

度目標を達成するために、2025年までにGHG排出をピークアウトさせ、2030年までに43％、

2035 年までに 60％を排出削減する必要性が認識されました。また、パリ協定と各国の異な

る状況、道筋、アプローチを認識したうえで、世界全体の取り組みを推し進めることを呼び

かける、とされています。 
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ウ 地球温暖化対策をめぐる国内の動向 

日本では、平成２（1990）年に「地球温暖化防止行動計画」が策定され、この計画に基づ

き、総合的な温暖化対策が進められてきましたが、平成９（1997）年のＣＯＰ３において採

択された京都議定書により、第一約束期間内に平成２（1990）年比６％の温室効果ガス削減

義務が課されたことを受けて、平成 11（1999）年４月に「地球温暖化対策の推進に関する

法律（平成 10 年法律第 117 号）」（以下「温対法」という。）が施行されました。温対法は、

地球温暖化対策への取組として、国、地方公共団体、事業者および国民の責務を明らかにし、

各主体の取組を促進するための法的枠組みを整備するもので、平成 20（2008）年 6 月の法

改正では、排出抑制等指針の策定や地方公共団体実行計画の拡充、温室効果ガス排出量算

定・報告・公表制度の対象拡大等が盛り込まれました。 

更に、平成 20（2008）年７月閣議決定の「低炭素社会づくり行動計画」において、令和

32（2050）年までに、温室効果ガスを現状から 60～80％削減すると目標を定め、平成 21（2009）

年 8月には、環境大臣が「温室効果ガス 2050 年 80％削減のためのビジョン」を発表し、日

本も将来の技術ポテンシャルを踏まえつつ、適切な政策を行うことで、令和 32（2050）年

までに 80％削減が可能であるとの考えを示しました。 

平成 27（2015）年７月に、日本の将来のエネルギー需要構造のあるべき姿を示した「長

期エネルギー需給見通し」が策定されるとともに、温室効果ガスを令和 12（2030）年度に

平成 25（2013）年度比で 26％削減するとの中期目標を掲げた「日本の約束草案」が国連気

候変動枠組条約事務局に提出されました。また、同年 11月に、「気候変動の影響への適応計

画」が閣議決定されました。 

更に、平成 28（2016）年５月には、「日本の約束草案」と「パリ協定」を踏まえた総合計

画である「地球温暖化対策計画」が閣議決定されました。この計画は、中期目標について各

主体が取り組むべき対策や国の施策を明らかにするとともに、長期目標として、令和 32

（2050）年までに 80％の温室効果ガスの排出削減を目指すことが位置付けられています。 

また、日本の気候変動適応の法的位置付けを明確にし、推進していくために、平成 30（2018）

年６月に「気候変動適応法」が公布され、同年 12月に施行されました。同年 11月には、気

候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「気候変動適応計画」が策

定されました。 

更に、令和２（2020）年 10 月の臨時国会において、内閣総理大臣により「2050 年カーボ

ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言されました。これを踏まえ、同年

12 月に、経済産業省が中心となり、カーボンニュートラルを環境と経済の好循環につなげ

るための産業政策である「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定

されました。 

令和３(2021)年 4 月に、国は令和 12(2030)年度において温室効果ガス 46%削減(平成 25

〔2013〕年度比)を目指すこと、さらに 50%の高みに向けて挑戦することを表明しました。

この新たな削減目標を踏まえて、令和３(2021)年 10 月に、国の地球温暖化対策計画が 5年
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ぶりに改定されました。この計画では、二酸化炭素以外も含む温室効果ガス全てを網羅し新

たな令和 12(2030)年度目標の裏付けとなる対策・施策を記載して新目標実現の道筋を描い

ています。 

令和４(2022)年 12月には、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の実現を通して、

令和 12(2030)年度の温室効果ガス 46％削減や 2050 年カーボンニュートラルの国際公約の

達成を目指すとともに、安定的で安価なエネルギー供給につながるエネルギー需給構造の

転換や国の産業構造・社会構造の変革を実現するため、国は「ＧＸ実現に向けた基本方針～

今後 10 年を見据えたロードマップ～」をとりまとめ、令和５(2023)年 2月に閣議決定しま

した。また、その実現に向けて同年「ＧＸ推進法（脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の

推進に関する法律）」及び「ＧＸ脱炭素電源法（脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の

確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律）」を成立させています。令和６

(2024)年になると、第 7次エネルギー基本計画の見直しに向けて、「2040 年度におけるエネ

ルギー需給の見通し」が策定され、バックキャスティングによるエネルギー政策の目指すべ

き方向性が示されました。 

表 地球温暖化対策計画における令和 12（2030）年度温室効果ガス排出削減量の目標 

出典：環境省（令和３〔2021〕）「地球温暖化対策計画」 
＜https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/211022.html＞
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地球温暖化防止に向けた国内外の動向 

時期 国際動向 日本の動向 

平成２年 
(1990年) 

「地球環境保全に関する関係閣僚会議」において
「地球温暖化防止行動計画」策定 

平成４年 
(1992年) 

「気候変動枠組条約」採択  

平成９年 
(1997年) 

地球温暖化防止京都会議（気候変動枠組条約第
3回締約国会議（COP3））開催 
・「京都議定書」採択 

京都議定書により、日本には京都議定書第一 
約束期間内に6％の温室効果ガス削減義務が課され
る 

平成11年 
(1999年) 

 「地球温暖化対策の推進に関する法律」施行 

平成17年 
(2005年) 

「京都議定書」発効 「京都議定書目標達成計画」策定 

平成20年 
(2008年) 

ダボス会議、洞爺湖サミット開催 
・令和32（2050）年までに世界全体の温室効果
ガス排出量を50％削減 

「京都議定書目標達成計画」改定 
「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正 
「低炭素社会づくり行動計画」閣議決定 

平成21年 
(2009年) 

伊ラクイラ・サミット開催 COP15開催 
・コペンハーゲン合意採択に至らず 

環境大臣が「温室効果ガス2050年80％削減のため
のビジョン」発表 

平成22年 
(2010年) 

COP16開催 
・「カンクン合意」採択（日本は京都議定書第2約
束期間不参加を表明） 

「新成長戦略」閣議決定 

平成23年 
(2011年) 

 東日本大震災 

平成25年 
(2013年) 

京都議定書第2約束期間（～令和２（2020）年）
（※日本は参加せず） 

平成27年 
(2015年) 

COP21開催（パリ） 
・「パリ協定」採択 

「長期エネルギー需給見通し」策定 
「日本の約束草案」提出 
「気候変動の影響への適応計画」閣議決定 

平成28年 
(2016年) 

「パリ協定」発効 「地球温暖化対策計画」策定 

平成30年 
(2018年) 

「気候変動適応法」施行 
「気候変動適応計画」策定 

令和元年 
(2020年)

内閣総理大臣による「2050年カーボンニュートラ
ル」宣言 
「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成
長戦略」策定 

令和３年 
(2021年)

COP26開催 
・1.5℃目標に合意（グラスゴー気候合意） 

「地球温暖化対策計画」改定 
「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」
閣議決定、国連気候変動枠組条約事務局へ提出 
「第6次エネルギー基本計画」閣議決定

令和４年 
(2022年)

「GX実現に向けた基本方針～今後10年を見据えた
ロードマップ～」とりまとめ 

令和５年 
(2023年)

COP28開催 
・世界全体の気候変動対策の進捗状況を評価 

「GX推進法」「GX脱炭素電源法」成立 

令和６年 
(2024年)

COP29開催 
・気候資金に関する新規合同数値目標に合意 

「2040年度エネルギー需給見通し」策定 
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エ 兵庫県における地球温暖化対策 

世界や日本の気温上昇と同様に、兵庫県内の年平均気温も長期的に上昇しており、環境省

の将来予測結果の場合、21 世紀末には 20 世紀末に比べて 3.8～4.8℃の上昇が見込まれて

います｡ 

兵庫県の温室効果ガス排出量は 5 年連続で減少傾向にあり、平成 30（2018）年度は全国

排出量の約５％に相当する約 63,220 万 t-CO2(速報値)で、産業部門からの排出が全体の約

66％(国の産業部門の割合の約２倍)を占めている状況です｡ 

また、再生可能エネルギーによる年間発電量は、令和２（2020）年度末時点で約 47 億 kWh

であり、その約８割を太陽光発電等、約２割をバイオマス発電が占めています｡ 

このような中、兵庫県は、脱炭素社会の実現を地域から先導するとともに、気候変動の影

響への耐性･回復力を備えた地域づくりを目指して、令和４（2022）年 3月に｢兵庫県地球温

暖化対策推進計画｣(以下、｢県推進計画｣)を改定しました｡ 

県推進計画では、長期的な将来像として｢2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロ｣を掲げてお

り、再生可能エネルギーの導入など、県民･事業者･団体･行政等が一体となった取組を推進

していくこととしています｡ 

具体的には、令和 12（2030）年度における温室効果ガス排出量の48％削減(平成 25〔2013〕

年度比)に取り組みつつ、さらなる高みを目指すこととしています｡ 

また、レジリエンスの向上や地域資源の有効活用の観点からも更に再生可能エネルギー

の導入拡大を図る必要があることから、令和 12（2030）年度の再生可能エネルギー導入目

標(発電量)を 80 億 kWh(再エネ比率約 22％)としていましたが、100 億 kWh(再エネ比率約

30％)に導入目標の見直しを行いました｡ 

資料：兵庫県地球温暖化対策推進計画（令和４〔2022〕年３月） 

兵庫県において強化する再生可能エネルギー導入目標
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オ 芦屋市における地球温暖化対策 

①芦屋市ゼロカーボンシティ表明

本市は、令和３（2021）年６月１日に「芦屋市ゼロカーボンシティ」を表明しました。市・

市民・事業者が二酸化炭素排出量の削減に取り組み、地域全体で脱炭素社会の実現を目指し

ます。 

②芦屋市地域脱炭素ロードマップ

ゼロカーボンシティの実現を目指すうえで重要な位置付けとなる、再生可能エネルギー

の活用について、本市が有する再エネのポテンシャル調査を行い、実現可能な再エネを抽出

し、エネルギー転換を段階的、持続的に進めていくため芦屋市地域脱炭素実現のためのロー

ドマップ（芦屋市地域脱炭素ロードマップ）を令和５（2023）年 1月に策定しました。 

③県内 14自治体の連携による太陽光発電及び蓄電池の共同購入事業の実施

阪神 10 市３町と神戸市は、太陽光パネルや蓄電池の購入希望者を共同で募集し、支援事

業者が一括して発注する「太陽光発電及び蓄電池の共同購入事業」を実施しています。この

自治体連携によって、ゼロカーボンシティ実現に向けた芦屋市内の再エネ設備の導入が、よ

り一層進むことが期待されます。 

④第５次芦屋市率先実行計画の策定と芦屋市環境マネジメントシステム（EMS）の運用

本市では、「温対法」に基づき、平成 13（2001）年３月に芦屋市環境保全率先実行計画（以

下、率先計画という。）を策定し、その後平成 19（2007）年２月に第２次率先計画、平成 23

（2011）年３月に第３次率先計画、平成 28（2016）年３月に第４次率先計画、令和３（2021）

年３月に第５次率先計画を策定し、環境負荷の低減に向けた取組を進めてきました。また、

平成 19（2007）３月１日より、本庁舎等において「芦屋市環境マネジメントシステム（EMS）」

の運用を始め、平成 28（2016）年６月の改定を経て現在も運用しています。

芦屋市ゼロカーボンシティ 
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⑤公共施設 25施設に再エネ 100％電力の導入

令和４（2022）年４月から市内の公共施設 10施設、同年６月から市内の学校園 12施設、

本庁舎・分庁舎・公光分庁舎南館の 3 施設で再エネ 100％電力の導入（年間約 2,500ｔ-CO2

の温室効果ガス排出量の削減が可能）を継続的に取り組んでいます。 

再エネ100％電力を導入した公共施設 （令和６〔2024〕年時点） 
令和４（2022）年４月導入施設 全10施設 
・芦屋市民センター ・上宮川文化センター ・打出教育文化センター ・芦屋市立図
書館 ・収集業務管理棟 ・みどり地域生活支援センター ・芦屋市聖苑 ・消防署高
浜分署 ・芦屋市消防庁舎 ・山手幹線ポンプ棟 

令和４（2022）年６月導入施設 全15施設 
・本庁舎 ・分庁舎 ・公光分庁舎南館 ・精道小学校 ・宮川小学校 ・山手小学校 ・
岩園小学校 ・朝日ケ丘小学校 ・潮見小学校 ・打出浜小学校 ・浜風小学校 ・精
道中学校 ・山手中学校 ・潮見中学校 ・岩園幼稚園 

⑥公共施設 16施設に太陽光パネルを設置

本庁舎や学校園、保育施設や集会所、病院といった 16の公共施設に太陽光パネルを設置

しています。

芦屋市民センター             芦屋市立図書館           芦屋市立山手中学校   

本庁舎                 芦屋市立精道中学校            打出教育文化センター
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⑦市民、事業者への補助の実施

本市は、地球温暖化の原因となる二酸化炭素（ＣＯ２）の排出量削減をめざし、一般住宅

向け二酸化炭素排出抑制補助事業として、芦屋市ネット・ゼロ・エネルギーハウス（ＺＥＨ）

普及促進補助を実施しています。また、令和５（2023）年５月には、環境省の地域脱炭素移

行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）の採択を受け、「エネルギーの地産地消の都

市型モデルの創出」に向けて、再生可能エネルギー導入の取組を強化しているところです。 

カ 位置づけ 

本計画は温対法第 19 条に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」として策定する

ものであり、国や県が進める地球温暖化対策や、芦屋市地域脱炭素ロードマップ（令和５

〔2023〕年 1月策定）と整合性を図って取組施策等を進めていきます。 

【国（法令）】 
・地球温暖化対策の推進に関する法律 
・気候変動適応法など 

【国（計画）】 
・地球温暖化対策計画 
・気候変動適応計画 
・エネルギー基本計画など 

【県（計画等）】 
・兵庫県地球温暖化対策推進計画など

根拠法 

配慮 配慮 

芦屋市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

・芦屋市地域脱炭素ロードマップ
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（１－２）区域の特徴 
以下に示す本市の自然的・社会的条件を踏まえ、区域施策編に位置付けるべき施策の整理

を行います。また、他の関係行政施策との整合を図りながら、地球温暖化対策に取り組むこ

ととします。

ア 自然的特性 

（１）気温・降水量 

本市の気象は、典型的な瀬戸内海型に属し、温暖で雨が少なく安定しています。平均気

温は 17℃前後で過ごしやすく、平均年間降水量は 1,395.8 ㎜となっています。  

年平均気温及び年間降水量の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

（２）日照 

最寄の気象台の観測データによれば、年間日照時間は平均で概ね 2,170 時間程度とな

っています。日照時間の全国平均値は 2,000 時間程度であるため、芦屋市付近の年間日照

時間は長いと言えます。 

過去 10 年間では令和４（2022）年が 2,310 時間で最も長く、最も短かったのが平成 27

（2015）年となっています。 

１,４９５

１,２１８

１,５５１

１,２４８ １,３４２

１,７８１

１,１８０

１,５７１
１,４７１

１,１０３

１６.９ １６.７
１７.３ １７.３

１６.６
１７.４ １７.６ １７.３ １７.０

１７.７

０

５

１０

１５

２０

０

５００

１,０００

１,５００

２,０００

平成２５

(２０１３)

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４

(２０２２)

年
平
均
気
温
【
℃
】

年
間
降
水
量
【

】

年間降水量 年平均気温

【年 度】

ｍｍ

２,２５５
２,０９６

１,９８８
２,１１５

２,１９５ ２,２４８
２,１４４ ２,１８６ ２,１７９

２,３１０

０

１,０００

２,０００

３,０００

平成２５

(２０１３)

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４

(２０２２)

【年】

【時間】

年間日照時間の推移 
（資料：気象庁〔神戸地方気象台〕）
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（３）風況 

年間平均風速は概ね 2.3ｍ/ｓ程度となっており、過去 10 年間の推移をみても大きな変

化は見られません。 

年間平均風速の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

イ 地理特性 

（１）位置・地勢 

①位置 

本市は兵庫県の南東部、大阪と神戸のほぼ中間に位置し、面積約 1,857ha、東西約 2.5km、

南北約 9.6km と南北に細長いまちで、北は六甲の山並み南は大阪湾に面し、気候温和な自

然環境と便利な交通環境など、生活条件に恵まれた住宅都市です。 

また、近代に入り、産業地域としてではなく、住宅地として発展し、質の高い住環境を

備えた都市として、その名を全国に知られています。 

位置図 
（出典：第 5 次芦屋市総合計画）

２.３ ２.３ ２.３ ２.３ ２.３ ２.３
２.４

２.３
２.２

２.３

０.０

１.０

２.０

３.０

平成２５

(２０１３)

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４

(２０２２)

【年 度】

【ｍ/ｓ】
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②地勢 

本市は、北部地域の山地部から南芦屋浜地域の臨海部によって南北に形成され、六甲山

を頂点として高低差のある地形構造となっています。 

六甲山系の山地部は、ロックガーデンなどの独特の自然景観をつくりだしており、その

大半が瀬戸内海国立公園六甲地域に指定され、憩いと安らぎの場として広く親しまれて

います。このような緑地の保全や防災上の観点から、市街化を抑制する市街化調整区域と

なっています。 

市街地は、六甲山系の裾野を形成している山麓部（山手地域）と、芦屋川の扇状地等か

らなる平坦部（中央地域）、臨海部の芦屋浜地域及び南芦屋浜地域によって形成されてい

ます。高低差のある地形により、山地側からと海側からの相互の眺望に優れ、平坦な市街

地からは六甲山系の緑を身近に感じることができ、山麓部からは南に広がる市街地や大

阪湾までを一気に見渡すことができます。更に、芦屋川と宮川の水系軸が南北にあり、水

と緑が一体となった良好な眺望を一層強調しています。 

地形図 
（出典：芦屋市都市計画マスタープラン） 

（２）土地利用 

①土地利用の状況 

令和５（2023）年１月１日現在の課税地面積で見た土地利用の状況は、宅地が 81.3％

と最も大きな割合を占めています。次いで山林が 10.3％、雑種地が 8.1％で、田、畑は

1％未満となっています。 

土地利用面積の内訳 
（資料：芦屋市統計書） 
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②土地利用の変化 

土地利用の内訳を平成 25（2013）年と比較すると、わずかながら宅地が増加、山林及

び田・畑が減少しています。 

土地利用の変化 
（資料：芦屋市統計書） 

（３）都市計画区域の内訳 

本市全域が阪神間都市計画区域に指定されており、令和５（2023）年 10 月 1 日現在に

おいて、市街化区域が 52.2％、市街化調整区域が 47.8％となっています。また、市街化

区域の 94.4％は、住居系用途に指定されています。残りの 5.6％は商業系用途となってお

り、工業系用途に指定されている区域はありません。 

都市計画区域の内訳 
（資料：芦屋市統計書） 

８０.４％

８１.３％

１１.２％

１０.３％

０.４％

０.３％

８.０％

８.１％

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

平成２５

(２０１３)

令和５

(２０２３)

宅 地 山 林 田・畑 雑種地
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ウ 社会的特性 

（１）人口等 

  ①人口・世帯数・世帯人員の推移 

令和５（2023）年の人口は 93,271 人、世帯数は 43,017 世帯、平均世帯人員は 2.17

人となっています。平成 25（2013）年と比べて、人口が 1,133 人減少している一方で、

世帯数が 2,413 世帯増加しているため、平均世帯人員は減少傾向が見られます。 

人口・世帯数・世帯人員の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

②年齢階層別人口比率の推移 

平成 12（2000）年から令和 2（2020）年で、15 歳未満、15 歳～64 歳が減少傾向、

65 歳以上が増加傾向で推移しており、少子高齢化の進行がうかがえます。 

年齢階層別人口比率の推移 
（資料：国勢調査〔年齢不詳を除く〕）
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（２）世帯の家族類型の推移 

平成 12（2000）年から令和 2（2020）年で、単独世帯が増加し、核家族、その他が

減少しています。 

世帯の家族類型の推移 
（資料：国勢調査〔不詳を除く〕） 

（３）産業（全体） 

①産業別従業人口の推移 

第１次産業はほぼ横ばいに推移していますが、第２次産業及び第３次産業は減少

傾向が見られます。 

産業別従業人口の推移
（資料：国勢調査）
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８０％
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②産業別従業人口の比率の推移 

第３次産業の割合が最も多くなっており、令和２（2020）年には全体の約 80％を

占めています。 

産業別従業人口の比率の推移 
（資料：国勢調査） 

注）四捨五入の関係で、構成比の割合の合計が 100％にならないことがあります（以下、同じ）

③産業別市内総生産の推移 

市内総生産は、年間 2,200 億円前後でほぼ横ばいに推移しており、第３次産業が全

体の 90％近くを占めています。 

産業別市内総生産の推移 
（資料：令和３年度市町民経済計算〔兵庫県統計課〕）
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（４）農業 

農家数、農家人口はわずかで、農家数は減少傾向にあり、農家人口は増減を繰り返

しながら減少しています。 

農家数・農家人口の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

（５）工業 

製造品出荷額等は平成 29（2017）年以降概ね 31億円弱でほぼ横ばいに推移してお

り、令和４（2022）年には 30億 8,100 万円となっています。 

製造品出荷額等と事業所数等の推移 
（資料：芦屋市統計書）
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（６）商業 

平成 24（2012）年以降、従業者数は増加傾向が見られます。その一方で、商店数、

売場面積、年間商品販売額は、増減を繰り返しています。 

年間商品販売額と商店数等の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

（７）運輸交通 

①自動車保有台数、鉄道乗降客数の推移 

自動車保有台数は、平成 27（2015）年度以降、32,000 台前後でほぼ横ばいに推移

しています。鉄道乗降客数は令和元（2019）年度まで約 11 万人/日で推移していまし

たが、令和２（2020）年以降は 10 万人/日を下回っており、新型コロナウイルス感染

症の影響がうかがえます。 
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自動車保有台数，鉄道乗降客数の推移 
（資料：芦屋市統計書）
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②公共交通機関の利用者数（JR、阪急電鉄、阪神電鉄）の推移 

阪神電鉄は令和元（2019）年度まで増加、阪急電鉄は横ばい、ＪＲは減少傾向にあ

りましたが、令和２（2020）年度以降は、各交通機関で大きく減少しています。 

公共交通機関の利用者数（JR、阪急電鉄、阪神電鉄）の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

③車種別自動車保有台数の推移 

乗用車が全体の 80％以上を占める中、軽自動車が増加する傾向にあります。 

車種別自動車保有台数の推移 
（資料：芦屋市統計書）
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車種別自動車保有率の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

（８）住宅 

①住宅数・空き家率の推移と居住住宅の所有形態別内訳 

住宅数、空き家率は、平成 30（2018）年に減少しています。所有形態別では、持ち

家が約 64％と最も多く、次いで借家が約 31％となっています。 

住宅数・空き家率の推移 
（資料：芦屋市統計書） 
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居住住宅の所有形態別内訳 
（資料：芦屋市統計書） 

②着工新設住宅件数・床面積の推移と居住住宅の建築時期別内訳 

着工新設住宅件数・床面積は、平成 27（2015）年までは減少傾向、それ以降は概ね

増加傾向にあります（平成 29〔2017〕年を除く）。 

建築時期は、平成３（1991）～平成 12（2000）年が約 26％と最も多く、次いで、

平成 13（2001）～平成 22（2010）年の約 20％となっています。 

着工新設住宅件数・床面積の推移 
（資料：兵庫県統計書）
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居住住宅の建築時期別内訳 
（資料：芦屋市統計書） 

（９）販売電力量 

電灯は、電灯及び電力を併せた販売電力量の約９割を占め、平成 25（2013）年以

降、減少傾向にあります。 

注：電力小売り自由化により市内の正確な電力需要状況の把握が困難に
なったため、平成 28（2016）年度以降、更新を終了 

電灯販売電力量・電力販売電力量の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

（平成30〔2018〕年）

２３１,８８６ ２１９,６６４ ２１０,８０４

２１,８８３
２０,５４７

１９,５７７

２５３,７６９
２４０,２１１

２３０,３８１

０

５０,０００

１００,０００

１５０,０００

２００,０００

２５０,０００

３００,０００

平成２５

(２０１３)

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

電灯販売電力量 電力販売電力量

【千ｋＷｈ】
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１５,６４９ 

１５,６１６ 

１４,８２８ 

１５,００３ 

１５,５９６ 

１３,８６１ 

８,１６４ 

８,３７９ 

８,１８８ 

８,４３１ 

８,８７４ 

９,１９１ 

０ ２,０００ ４,０００ ６,０００ ８,０００ １０,０００ １２,０００ １４,０００ １６,０００ １８,０００

２０１３

（Ｈ２５）

２０１４

（Ｈ２６）

２０１５

（Ｈ２７）

２０１６

（Ｈ２８）

２０１７

（Ｈ２９）

２０１８

（Ｈ３０）

(千㎥)

家庭用 家庭用以外

平成２５
（２０１３）

平成２６

(２０１４)

平成２７
(２０１５)

平成２８
(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０
(２０１８)

（１０）都市ガス消費量 

都市ガス需要量は、家庭用が平成 30（2018）年で約６割を占め、年々家庭用以外

の割合が増加しています。 

注：ガス小売り全面自由化により市内の正確な都市ガス需要状況の把握
が困難になったため、令和元（2019）年度か以降、更新を終了 

都市ガス需要量の推移 
（資料：芦屋市統計書） 

（１１）都市公園等面積の推移 

都市公園の整備状況に大きな変化はなく、令和４（2022）年度末現在で 145 箇所、

総面積 600 千㎡弱（市民一人当たり約 6.2 ㎡）の都市公園が整備されています。 

都市公園の整備状況 
（資料：芦屋市統計書）

５９４.３

５９４.７

５９４.７

５９４.７

５９４.７

５９５.３

５９５.３

５９５.３

５９５.３

５９５.３

１４２ １４４ １４４ １４４ １４４ １４５ １４５ １４５ １４５ １４５

０

５０

１００

１５０

２００

０

２００

４００

６００

８００

１,０００

平成２５

(２０１３)

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４

(２０２２)

公
園
数
【
箇
所
】

都
市
公
園
面
積
【
千
㎡
】

公園面積 都市公園数

【年 度】
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（１２）緑の効果 

本市は、北部地域から山手地域にかけて 

森林部分が広がっており、まちなかには、山 

と海辺の緑をつなぐ河川、それらを格子状に 

つなぐ街路樹や公園、民有地の緑が点在して 

います。また、海辺の街には計画的に緑が整 

備されています。 

美しい景観や住みよい住環境を維持する 

ことに加え、CO2吸収源として市内の緑を保

つことが大切です。 

（１３）ごみ焼却量 

ごみ焼却量、埋立処分量ともに減少傾向が見られます。 

ごみ処理量の推移 
（資料：ごみ処理事業概要） 

２,１９１ ２,１５４ ２,１６５ ２,００４ ２,０６８ ２,１１４ ２,０５２ ２,３０６ ２,２０７ ２,１２４

１,０８５ ９８６ ９９９
１,３９６ １,５０９ １,５０２ １,４６０ １,６３２ １,４４９ １,３５８

５,７５９
５,２２８ ５,１９４

４,８５１ ４,６４３ ４,５２１ ４,３５５ ４,３６１ ４,２９２ ４,１００

０

２,０００

４,０００

６,０００

平成２５

(２０１３)

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４

(２０２２)
【年 度】

３１,１２４

３０,１６０

２９,３４７

２８,９２２

２８,８４２

２８,７４１

２７,５８３

２７,４８５

２７,２６９

２６,３０６
２５,０００

３０,０００

３５,０００

焼 却 有価物再利用 選別残渣 埋立処分
【トン】

～～ ～～

図引用：芦屋市緑の基本計画
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（１４）再生可能エネルギー導入量 

①公共施設における再エネ導入実績 

太陽光発電は、平成 13（2001）年度から庁舎など 16 施設で導入を進めています。 

太陽熱利用は、平成 21（2009）年度から３施設で導入を進めています。 

太陽光発電導入実績 

施  設 
容 量
(kW)

導入年度 活用状況

庁舎 

芦屋市役所本庁舎（北館・南館） 10 平成 25（2013） 自家消費 

芦屋市役所本庁舎（東館） 15.3 平成 27（2015） 自家消費 

芦屋市役所本庁舎（北館） 10 平成 28（2016） 自家消費 

芦屋市役所分庁舎 10 平成 30（2018） 自家消費 

教育施設 

岩園小学校 20 平成 13（2001） 自家消費 

打出浜小学校 10 平成 22（2010） 自家消費 

浜風小学校 20 平成 22（2010） 自家消費 

山手中学校 20 平成 31（2019） 自家消費 

精道中学校 20 令和２（2020） 自家消費 

子ども園 
西蔵こども園 5.5 令和２（2020） 自家消費 

精道こども園 5.2 令和２（2020） 自家消費 

集会所 
三条集会所 5.5 平成 24（2012） 売電 

竹園集会所 5 平成 25（2013） 売電 

病院 芦屋病院 15 平成 24（2012） 自家消費 

処理場 南芦屋浜下水処理場 24 平成 12（2000） 自家消費 

霊園 芦屋市霊園事務所 5.5 令和 3（2021） 自家消費 

太陽熱利用導入実績 

施 設 
集熱面積 
(㎡)

導入年度 

消防本部 32 平成 21（2009）

みどり地域生活支援センター 15 平成 23（2011）

あしや温泉 20 平成 22（2010）
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②再生可能エネルギー導入量の推移 

本市で導入が進んでいる再生可能エネルギーは太陽光発電で、令和４（2022）年度

末現在の導入容量は 8,010kW となっています。これは平成 26（2014）年度における

導入量の２倍以上にあたり、住宅用などの比較的小規模な設備（10kW 未満）の導入

件数が伸びています。 

太陽光発電導入件数及び導入量の推移 
（資料：再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 情報公表用ホームページ） 

③再生可能エネルギー分担率の推移 

環境省の「自治体排出量カルテ」によれば、市域の太陽光発電による発電量は導入

量の増加に伴って増えています。令和４（2022）年度末現在、発電量は 9,769MWh と

推計されており、市域の消費電力量に対する分担率は約 2.9％と見込まれています。 

３３ ４６ ５９ ６５ ７２ ７７ ７９ ７９ ７９

８３６ ９１５
１,０１２ １,０８１ １,１７３

１,３４１ １,４０９ １,４９６ １,６１７

３,７４４

４,３７０
４,９８４

５,３５４
５,８９７

６,５７９
６,９７２

７,３８４

８,０１０

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

１０,０００

０

５００

１,０００

１,５００

２,０００

２,５００

平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４

(２０２２)

導入件数（１０ｋＷ以上） 導入件数（１０ｋＷ未満） 導入容量

【年 度】

導
入
件
数
【
件
】

導
入
容
量
【
ｋ
Ｗ
】

４,５５１
５,３３７

６,１００ ６,５５３
７,２１９

８,０４８ ８,５２３ ９,０１８
９,７６９

１.２％
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２.９％

０％
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０
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８,０００
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平成２６

(２０１４)

平成２７

(２０１５)

平成２８

(２０１６)

平成２９

(２０１７)

平成３０

(２０１８)

令和元

(２０１９)

令和２

(２０２０)

令和３

(２０２１)

令和４
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発電量 再エネ分担率
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量
【
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】
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エ
ネ
分
担
率

再生可能エネルギーによる発電量と消費電力量に対する分担率の推移 
（資料：自治体排出量カルテ〔環境省〕） 
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④再生可能エネルギー利用可能量の他市との比較 

同じく環境省の「自治体排出量カルテ」によれば、本市に導入されている再生可能

エネルギーは小規模太陽光発電（10kW 未満）が中心となっています。このため、令

和４（2022）年度における本市の再生可能エネルギー利用可能量、区域の消費電力量

に対する再エネ分担率はともに、中規模以上の太陽光発電（10kW 以上）のほか、風

力発電や水力発電、バイオマス発電等を導入している近隣市や県、全国と比較して低

い水準となっています。 

再生可能エネルギー利用可能量（令和４〔2022〕年度まで）の比較 
（資料：自治体排出量カルテ〔環境省〕） 

（１５）温室効果ガス排出量（環境省「自治体排出量カルテ」） 

環境省の「自治体排出量カルテ」の推計結果によれば、芦屋市における令和３（2021）

年度の温室効果ガス排出量は 240 千 t-CO2で、そのうち 79 千 t-CO2は家庭部門から

の排出とされています。総排出量における人口一人当たりの排出量は、本市は 2.5t-

CO2、世帯当たりの排出量は 5.3t-CO2です。 

家庭部門における人口一人当たりの排出量は、芦屋市は 0.82t-CO2、世帯当たりの

排出量は 1.74t-CO2です。 

（１６）エネルギー経済 

環境省が提供する地域経済循環分析（平成 30〔2018〕年版）によると、本市の市内

総生産額 2,035 億円に対して、エネルギー代金（約 113 億円）が市域外に流出してお

り、石油・石炭製品の流出額が最も多く、次いで石炭・原油・天然ガスの流出額が多

くなっています。今後は、エネルギーの地産地消を進め、市域外へのエネルギー代金

の流出を食い止めるための施策が重要な課題として挙げられます。 

（MＷｈ）

種　別 芦屋市 神戸市 西宮市 尼崎市 兵庫県 全　国

太陽光発電（１０ｋＷ未満） ８,０８９ １１７,７９３ ３２,７２２ ２４,５３８ ６８２,６４９ １７,１８２,１８０

太陽光発電（１０ｋＷ以上） １,６８０ ２１９,０７４ ６１,６８４ ４２,８６０ ３,０９７,３８４ ７３,８２０,０１９

風力発電 ０ ０ ０ ０ １１９,７０４ １０,９８８,５０８

水力発電 ０ ８９１ ２９ ０ ７,３２１ ７,２０３,９３６

地熱発電 ０ ０ ０ ０ ０ ６７５,３０３

バイオマス発電 ０ １３１,７１６ ２８,７６１ ６３,１９８ ２,５１６,２３１ ４１,８３３,０６１

再エネ発電量合計(Ａ) ９,７６９ ４６９,４７５ １２３,１９５ １３０,５９６ ６,４２３,２８９ １５１,７０３,００７

区域の消費電力量(Ｂ) ３４２,６１２ ９,７８０,３９９ ２,０２４,２２１ ３,００５,３８８ ３４,５２６,４９７ ８２４,６１２,４８７

再エネ分担率(Ａ/Ｂ) ２.９％ ４.８％ ６.１％ ４.３％ １８.６％ １８.４％
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地域経済循環分析 

資料：環境省 地域経済循環分析（平成 30〔2018〕年度版） 

（１７）まとめ 

地域特性のまとめと活用策の検討結果 

区 分 特 性 活用策の検討結果 

自
然
的
特
性

年平均気温は概ね17℃前後で温暖 
年間降水量は概ね1,400mm 
年間日照時間は2,700時間程度で安定 
年間平均風速は2.3ｍ/sで風況は定常的 

安定した日照条件を生かした太陽光発
電の導入 

定常的な風況から得られる自然の通風
や温暖な気候を生かしたパッシブ手法
を取り入れた空調等における省エネル
ギー 

風力発電に適した平均風速は 6.5ｍ/s
以上のため不適 
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地
理
的
特
性

南北に細長いまちで、北は六甲の山並み
南は大阪湾に面し、気候温和な自然環境

六甲山を頂点として高低差のある地形 
山林の減少、宅地の増加 
宅地の面積割合が約80％（課税地ベース）
市街化区域の９割超が住居系用途地域 

市街化区域の９割超を占める宅地の立
地特性（南向き斜面）を生かした住宅へ
の太陽光発電の導入 

大阪湾に面する気候温和な自然環境を
踏まえた海のＣＯ２吸収源対策（ブルー
カーボン）の検討 

地形の高低差を利用した小水力発電の
導入が考えられるが、調査の結果、可能
性なし 

市域の北に広がる六甲山系の森林の保
全（ＣＯ２吸収源対策） 

社
会
的
特
性

住宅地として発展、質の高い住環境を備
えた都市 

世帯数の増加、少子高齢化の進行 
住宅数は近年横ばい、空き家率11.5％ 
住宅着工件数は年間500件程度 
平成３(1991)～平成12(2000)年度に建て
られた住宅が約26％ 

農家数、農家人口は減少傾向 
第３次産業の就業者数は近年増加 
製造品出荷額、製造事業所数、従業者数は
横ばい 

卸売・小売業の店舗数、従業者数、年間商
品販売額は増加傾向 

市内総生産は２千億円超で横ばい 
市内総生産の約90％は第３次産業 
鉄道等の公共交通機関が充実 
自動車保有台数の約80％が乗用車 
電気の消費量は年々減少 
都市ガス家庭用以外の需要量が増加傾向 
ごみ収集量は減少傾向 
太陽光発電は順調に普及 
緑の量は市域全体の約半分 
エネルギー代金（113億円）の流出 

古くから住宅地として発展した特性を
踏まえ、住宅のリフォームやリニューア
ル時期をとらえた省エネ化・ＺＥＨ化 

住宅都市であることを踏まえ、昼夜間の
エネルギー消費ギャップ解消を目的と
した住宅用太陽光発電設備への蓄電池
導入 

工場・事業場の省エネ・ＺＥＢ化、ＰＰ
Ａモデルの導入 

卸売・小売業における省エネ化 
業務ビル等のＺＥＢ化 
乗用車の保有比率が高いことを踏まえ、
電気自動車等の導入促進とともにＶ２
Ｈ（ＥＶの蓄電池を住宅用電源としても
活用）の導入促進 

公共交通機関の使用エネルギーの低炭
素化 

ごみ焼却余熱・下水熱等の未利用エネル
ギーの活用 

森林保全及びさらなる都市緑化の推進
によるＣＯ２吸収機能の強化 

エネルギーの地産地消 

以上の検討の結果、芦屋市においては、戸建て住宅、集合住宅への太陽光発電設備の導入

や、省エネ設備導入の促進施策が重要であることが分かります。
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（１－３）計画期間 

芦屋市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（以下「本計画」という。）の基準年度、目

標年度、計画期間について、平成 25（2013）年度を基準年度とし、令和 16（2034）年度を

目標年度とします。また、計画期間は、策定年度である令和６（2024）年度の翌年である令

和７（2025）年度からの 10 年間とします。 

平成 
25 

・・・ 令和 
３年 

・・・ 令和 
6 年 

令和 
7 年 

令和 
8 年 

・・・ 令和 
16 年 

2013 ・・・ 2021 ・・・ 2024 2025 2026 ・・・ 2034 
基準年度 ・・・ 現況年度

※ 
策定年度 対策・施策の進捗把握 

定期的に見直しの検討 

目標年度

計画期間 

※現況年度は、排出量を推計可能な直近の年度を指します。 

図. 芦屋市における基準年度、目標年度及び計画期間 
（基準年度を平成 25〔2013〕年度、目標年度を令和 16〔2034〕年度としたケース） 

（１－４）対象とする部門・分野 

本計画が対象とする部門・分野は次表のとおりです。 

対象とする部門・分野の概要 

ガス種類 部門・分野 主な排出要因 

二酸化炭素 
(ＣＯ２) 

産業部門 
製造業、農林水産業、建設業・鉱業における
エネルギー（電気、ガス、燃料等）の使用

業務その他部門 
事業所（オフィス等）におけるエネルギー（電
気、ガス、燃料等）の使用

家庭部門 
住宅におけるエネルギー（電気、ガス、燃料
等）の使用

運輸部門 
自動車の走行及び鉄道の運行に伴うエネル
ギー（電気、ガソリン・軽油等）の使用

廃棄物分野 燃やすごみ中のプラスチック類の焼却 

メタン(ＣＨ４) 自動車の走行、一般廃棄物の焼却、下水処理に
伴い発生 一酸化二窒素(Ｎ２Ｏ) 

代替フロン等 
(ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ6、Ｎ
Ｆ３)

冷蔵庫・空調機器等からの漏えい、電気製品の
製造・廃棄等 
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第２章 温室効果ガス排出量の推計 

（２－１）区域の温室効果ガスの現況推計 
本市では、環境省が地方公共団体実行計画策定・実施支援サイトにて公表している「地方

公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」（令和６年４月）に

基づいて、区域施策編が対象とする部門・分野の温室効果ガスの現況推計を行いました。 

現況推計結果は下表のとおりです。 

ガス種別・部門別温室効果ガス排出量の推移 

温室効果ガス排出量は、平成 26（2014）年度以降減少傾向にあります。排出量が推計で

きる直近年度である令和３（2021）年度（以下、「現況年度」という。）は 259.1 千 t-CO2で

あり、平成 25（2013）年度（以下、「基準年度」という。）の 359.1 千 t-CO2と比べて 27.9％

減少しています。 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（２０１３年度）

【基準年度】
（２０１４年度） （２０１５年度） （２０１６年度） （２０１７年度） （２０１８年度） (２０１９年度) (２０２０年度) （２０２１年度）

【現況年度】
基準年度比
削減率

３２８,２２７ ３４３,６４６ ３１６,６３８ ２８５,４７２ ２６６,８２４ ２３３,０３１ ２３０,５３９ ２２４,８９３ ２２０,８５６ ▲３２.７％ 

産業部門 ６,４９０ ５,４４２ ６,８５１ ６,５８７ ５,７６７ ５,０５２ ５,０９１ ５,７０１ ５,３７４ ▲１７.２％ 

製造業 ３,２６８ ２,８５５ ４,０５７ ３,６８８ ３,２４２ ２,７８９ ２,９０１ ３,１９４ ３,５２５ ７.９％ 

農林水産業 １,６９２ １,４２８ １,６７２ １,７９６ １,４４４ １,３０３ １,３１４ １,５４４ ８６４ ▲４９.０％ 

建設業・鉱業 １,５３１ １,１５８ １,１２２ １,１０４ １,０８２ ９５９ ８７５ ９６３ ９８５ ▲３５.７％ 

業務その他部門 １０９,７１８ １３７,２６７ １２３,９９０ １０４,４４３ ８９,７０９ ７３,５８８ ７１,１３５ ７１,９３９ ７４,２６３ ▲３２.３％ 

家庭部門 １３９,９５９ １２８,６９８ １１４,８５０ １０４,５２９ １０２,３９４ ８６,２４２ ８５,８７４ ８６,８６０ ８１,３４７ ▲４１.９％ 

運輸部門 ７２,０６０ ７２,２３９ ７０,９４８ ６９,９１３ ６８,９５４ ６８,１５０ ６８,４３９ ６０,３９３ ５９,８７２ ▲１６.９％ 

自動車 ６５,６３８ ６５,７４３ ６４,７７５ ６３,７２７ ６３,７２２ ６４,０２３ ６４,６７２ ５６,５３６ ５６,７２７ ▲１３.６％ 

鉄道 ６,４２１ ６,４９５ ６,１７２ ６,１８５ ５,２３２ ４,１２７ ３,７６７ ３,８５６ ３,１４５ ▲５１.０％ 

１６,９１９ １６,９４６ １６,５６５ １７,４３４ １６,８４３ ２１,０１６ １７,４９９ １６,５７０ １６,６６６ ▲１.５％ 

廃棄物分野 １６,９１９ １６,９４６ １６,５６５ １７,４３４ １６,８４３ ２１,０１６ １７,４９９ １６,５７０ １６,６６６ ▲１.５％ 

メタン ５２９ ５２６ ５２６ ５２２ ５２０ ５１９ ５１５ ５４６ ５２４ ▲１.０％ 

一酸化二窒素 １,４０２ １,３５５ １,３２８ １,２９７ １,２８２ １,２６６ １,２４０ １,２６５ １,２２５ ▲１２.６％ 

代替フロン等 １２,０３３ １４,６９８ １６,１３１ １５,５４６ １６,１１４ １６,６６３ １７,５０９ １８,１１５ １９,７９６ ６４.５％ 

３５９,１１０ ３７７,１７１ ３５１,１８８ ３２０,２７０ ３０１,５８３ ２７２,４９５ ２６７,３０２ ２６１,３８８ ２５９,０６８ ▲２７.９％ 

― ５.０％ ▲２.２％ ▲１０.８％ ▲１６.０％ ▲２４.１％ ▲２５.６％ ▲２７.２％ ▲２７.９％ 

※四捨五入の関係で、合計値は整合しない場合があります。

１,５７２ １,８２６ １,７４１ １,７０６ １,７２５ １,７１１ １,５０２ １,５０９ １,５５６ ▲１.０％ 

温室効果ガス排出量【ｔ-ＣＯ２】

部門・分野・ガス

基準年比

森林吸収量

エネルギー起源
二酸化炭素

非エネルギー起源
二酸化炭素

合計
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温室効果総排出量の推移 

ガス種別では、二酸化炭素が総排出量の 91.7％を占めており、エネルギー起源の二酸化

炭素が 85.3％に上っています。また、部門別では家庭部門が 31.4％、次いで業務その他部

門が 28.7％となっています。家庭部門からの排出割合は、県全体と比べても３倍以上とき

わめて多いほか、運輸部門・廃棄物分野・その他でも市民生活に起因する排出があります。 

【ガス種別排出割合】             【部門別排出割合】 

ガス種別・部門別温室効果ガス排出量の割合 

産業部門

２.１％

業務その他部門

２８.７％

家庭部門

３１.４％

運輸部門

２３.１％

廃棄物分野

６.４％

その他

８.３％

【 内 訳 】

自家用

営業用

１８.７％

４.４％

【 内 訳 】

家庭系

事業系

４.３％

２.１％

【 内 訳 】

家庭系

事業系

０.６％

７.７％

二酸化炭素

（エネルギー起源）

８５.３％

二酸化炭素

（非エネルギー起源）

６.４％

メタン

０.２％

一酸化二窒素

０.５％

代替フロン等

７.６％

二酸化炭素

合計９１.７％

359.1
377.2

351.2

320.3
301.6

272.5 267.3 261.4 259.1

0

100

200

300

400

平成25

（2013）

【基準年度】

平成26

（2014）

平成27

（2015）

平成28

（2016）

平成29

（2017）

平成30

（2018）

令和元

（2019）

令和２

（2020）

令和３

（2021）

【現況年度】

（千t-CO2）

[年 度］

参考：兵庫県の温室効果ガス排出量（出典：ひょうごの環境） 
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第３章 計画全体の目標 

（３－１）温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢シナリオ） 
ア 将来推計の基本的な考え方 

今後、新たな対策を講じない場合（現状趨勢ケース）の将来の温室効果ガス排出量は、

製造品出荷額等、従業者数、世帯数、自動車保有台数など、それぞれの部門・分野の「活

動量」のみを変化させ、「エネルギー消費原単位」及び「炭素集約度」は現況の値を用い

て推計します。 

排出量の将来推計の考え方（現状趨勢ケース） 

＝        ×                 × 活動量 温室効果ガス排出量 エネルギー消費原単位 炭素集約度 

ＧＨＧ排出量 

（現況年度） 

エネルギー消費量 

（現況年度） 

活動量 

(現況年度)

推計値 

■「エネルギー消費原単位」は、「活動量」当たりの「エネルギー消費量」を表しており、市民や事業者

の省エネルギーの取組等に関係しています。 

■「炭素集約度」は、「エネルギー消費量」当たりの「温室効果ガス排出量」を表しており、エネルギー

の消費に伴って二酸化炭素がどれぐらい排出されたかを示すものです。例えば、太陽光発電など再生

可能エネルギーで発電した電気であれば二酸化炭素を排出しないので、石油や天然ガスを燃焼させた

り、そのエネルギーで発電した電気を消費する場合と比べて、「炭素集約度」は低くなります。 

以上のことを踏まえ、今後、新たな対策を講じない場合（現状趨勢ケース）の将来の温室効果ガス排

出量は、製造品出荷額等、従業者数、世帯数、自動車保有台数など、それぞれの部門・分野の「活動量」

のみを変化させ、「エネルギー消費原単位」及び「炭素集約度」は現況の値を用いて推計します。
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部門別の活動量の推計方法 

部門 活動量 令和 12（2030）年度及び令和 32（2050）年度の 
活動量の推計方法

産 
業 
部 
門 

製造業 製造品出荷額等 
・芦屋市地域脱炭素ロードマップにおける令和12（2030）年
度及び令和32（2050）年度の製造品出荷額等の予測値を令和
３（2021）年度の実績値で補正※1

農林水産業 従業者数 
・芦屋市地域脱炭素ロードマップにおける令和12（2030）年
度及び令和 32（2050）年度の従業者数の予測値を令和３
（2021）年度の実績値で補正※1

建設業・鉱業 従業者数 
・芦屋市地域脱炭素ロードマップにおける令和12（2030）年
度及び令和 32（2050）年度の従業者数の予測値を令和３
（2021）年度の実績値で補正※1

業務その他部門 従業者数 
・芦屋市地域脱炭素ロードマップにおける令和12（2030）年
度及び令和 32（2050）年度の従業者数の予測値を令和３
（2021）年度の実績値で補正※1

家庭部門 世帯数 
・芦屋市地域脱炭素ロードマップにおける令和12（2030）年
度及び令和32（2050）年度の世帯数の予測値を令和３（2021）
年度の実績値で補正※1

運 
輸 
部 
門 

自動車 自動車保有台数 
・芦屋市地域脱炭素ロードマップにおける令和12（2030）年
度及び令和32（2050）年度の自動車保有台数の予測値を令和
３（2021）年度の実績値で補正※1

鉄道 人口 
・「改訂 芦屋市人口ビジョン」（令和３〔2021〕年９月）の
予測人口を基に、令和12（2030）年度及び令和 32（2050）
年度の予測人口を内挿

廃棄物分野 人口 
・「改訂 芦屋市人口ビジョン」（令和３〔2021〕年９月）の
予測人口を基に、令和12（2030）年度及び令和 32（2050）
年度の予測人口を内挿

※1：芦屋市地域脱炭素ロードマップでは、ロードマップ策定時（令和４〔2022〕年度）に全て
の活動量が入手可能な直近年度である令和元（2019）年度までの 10 年間のデータを用いて
将来の活動量を予測している。このため、令和元（2019）年度からの活動量の伸び率を、
令和３（2021）年度の活動量（実績値）を基に補正して将来の活動量を設定した。 
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イ 活動量の将来的なフレーム 

上記の考え方に基づいて、目標年度（令和 12〔2030〕年度、令和 22〔2040〕年度、令和

32〔2050〕年度）における活動量を設定すると次表のとおりとなります。 

産業部門（製造業）、業務その他部門、運輸部門（自動車）が増加傾向にあり、令和 12（2030）

年度以降の温室効果ガス排出量に影響を及ぼすと考えられます。 

将来推計における活動量の想定 

平成２５年度
（２０１３年度）

令和３年度
(２０２１年度)

【基準年度】 【現況年度】

製造業 製造品出荷額等 万円 ２６８,５５７ ３４０,９８１ ３８６,６６８ ４１５,９８０ ４３７,０２１

農林水産業 従業者数 人 ３８ ２７ ２４ ２２ ２１

建設業・鉱業 従業者数 人 ６６３ ５４９ ５０２ ４７２ ４５１

業務その他部門 従業者数 人 ２１,９１９ ２５,６１２ ２６,１１６ ２６,４７２ ２６,７３８

家庭部門 世帯数 世帯 ４４,００８ ４５,１８８ ３８,０６６ ３５,３９４ ３２,４６７

自動車 自動車保有台数 台 ３０,９０１ ３１,２２６ ３１,４１５ ３１,５３６ ３１,６２４

鉄道 人口 人 ９４,４０４ ９３,７５２ ８９,５４０ ８３,３８１ ７５,８０１

廃棄物分野 人口 人 ９４,４０４ ９３,７５２ ８９,５４０ ８３,３８１ ７５,８０１

製造業 製造品出荷額等 万円 １.１３ １.２２ １.２８

農林水産業 従業者数 人 ０.８７ ０.８０ ０.７７

建設業・鉱業 従業者数 人 ０.９１ ０.８６ ０.８２

業務その他部門 従業者数 人 １.０２ １.０３ １.０４

家庭部門 世帯数 世帯 ０.８４ ０.７８ ０.７２

自動車 自動車保有台数 台 １.０１ １.０１ １.０１

鉄道 人口 人 ０.９６ ０.８９ ０.８１

廃棄物分野 人口 人 ０.９６ ０.８９ ０.８１

令和１２年度
(２０３０年度)

令和２２年度
(２０４０年度)

令和３２年度
(２０５０年度)

現況年度（令和３〔２０２１〕年度）に対する伸び率

指　　標

部門・分野

活　　動　　量

産業部門

運輸部門

指　　標

部門・分野

令和１２年度
(２０３０年度)

令和２２年度
(２０４０年度)

令和３２年度
(２０５０年度)

産業部門

運輸部門
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ウ 将来の温室効果ガス排出量（現状趨勢シナリオ） 

設定した活動量を用いて、各目標年度における温室効果ガス排出量を推計すると、令和

12（2030）年度は 247.4 千 t-CO2となり、基準年度比▲31.1％となります。 

また、令和 22（2040）年度は 242.8 千 t-CO2（基準年度比▲32.4％）、令和 32（2050）

年度は 237.0 千 t-CO2（基準年度比▲34.0％）となります。 

温室効果ガス排出量の将来推計結果（現状趨勢シナリオ） 

部門・分野別の内訳は下図に示す通りで、令和 12（2030）年度以降、家庭部門、業務そ

の他部門、廃棄物分野は減少傾向になることが予測されるものの、産業部門においては増

加傾向になることが予測されます。 

平成２５年度

(２０１３年度)

【基準年度】

令和３年度

(２０２１年度)

【現況年度】

基準年度比
削減率

令和１２年度
(２０３０年度)

基準年度比
削減率

令和２２年度
(２０４０年度)

基準年度比
削減率

令和３２年度
(２０５０年度)

基準年度比
削減率

３２８,２２７ ２２０,８５６ ▲３２.７％ ２０９,９６８ ▲３６.０％ ２０６,３９９ ▲３７.１％ ２０１,９５８ ▲３８.５％ 

産業部門 ６,４９０ ５,３７４ ▲１７.２％ ５,６４８ ▲１３.０％ ５,８４１ ▲１０.０％ ５,９９２ ▲７.７％ 

製造業 ３,２６８ ３,５２５ ７.９％ ３,９９８ ２２.３％ ４,３０１ ３１.６％ ４,５１８ ３８.３％ 

農林水産業 １,６９２ ８６４ ▲４９.０％ ７５０ ▲５５.７％ ６９４ ▲５９.０％ ６６６ ▲６０.６％ 

建設業・鉱業 １,５３１ ９８５ ▲３５.７％ ９００ ▲４１.２％ ８４７ ▲４４.７％ ８０８ ▲４７.２％ 

業務その他部門 １０９,７１８ ７４,２６３ ▲３２.３％ ７５,７２２ ▲３１.０％ ７６,７５５ ▲３０.０％ ７７,５２８ ▲２９.３％ 

家庭部門 １３９,９５９ ８１,３４７ ▲４１.９％ ６８,５２５ ▲５１.０％ ６３,７１６ ▲５４.５％ ５８,４４６ ▲５８.２％ 

運輸部門 ７２,０６０ ５９,８７２ ▲１６.９％ ６０,０７３ ▲１６.６％ ６０,０８７ ▲１６.６％ ５９,９９２ ▲１６.７％ 

自動車 ６５,６３８ ５６,７２７ ▲１３.６％ ５７,０６９ ▲１３.１％ ５７,２８９ ▲１２.７％ ５７,４４９ ▲１２.５％ 

鉄道 ６,４２１ ３,１４５ ▲５１.０％ ３,００４ ▲５３.２％ ２,７９７ ▲５６.４％ ２,５４３ ▲６０.４％ 

非エネルギー起源二酸化炭素 １６,９１９ １６,６６６ ▲１.５％ １５,９１７ ▲５.９％ １４,８２３ ▲１２.４％ １３,４７５ ▲２０.４％ 

廃棄物分野 １６,９１９ １６,６６６ ▲１.５％ １５,９１７ ▲５.９％ １４,８２３ ▲１２.４％ １３,４７５ ▲２０.４％ 

メタン ５２９ ５２４ ▲１.０％ ５２４ ▲１.０％ ５２４ ▲１.０％ ５２４ ▲１.０％ 

一酸化二窒素 １,４０２ １,２２５ ▲１２.６％ １,２２５ ▲１２.６％ １,２２５ ▲１２.６％ １,２２５ ▲１２.６％ 

代替フロン等 １２,０３３ １９,７９６ ６４.５％ １９,７９６ ６４.５％ １９,７９６ ６４.５％ １９,７９６ ６４.５％ 

３５９,１１０ ２５９,０６８ ▲２７.９％ ２４７,４３０ ▲３１.１％ ２４２,７６６ ▲３２.４％ ２３６,９７８ ▲３４.０％ 

※四捨五入の関係で、合計値は整合しない場合があります。

部門・分野

温室効果ガス排出量【ｔ-ＣＯ２】

エネルギー起源二酸化炭素

合計

６ ５ ６ ６ ６

１１０
７４ ７６ ７７ ７８

１４０

８１ ６９ ６４ ５８

７２

６０
６０ ６０ ６０

１７

１７
１６ １５ １３

１４

２２
２２ ２２ ２２

３５９

２５９
２４７ ２４３ ２３７

０

１００

２００

３００

４００

５００

平成２５

（２０１３）

【基準年度】

令和３

（２０２１）

【現況年度】

令和１２

（２０３０）

令和２２

（２０４０）

令和３２

（２０５０）

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

その他分野

廃棄物分野

運輸部門

家庭部門

業務その他部門

産業部門

合計

〜〜

〜〜

【千ｔ-ＣＯ２】

部門・分野別温室効果ガス排出量の将来推計結果（現状趨勢ケース）
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（３－２）温室効果ガス排出量の将来推計（脱炭素シナリオ） 
ア 脱炭素シナリオに基づく削減率の設定 

脱炭素シナリオに基づく温室効果ガス排出量の将来推計方法は、下図の脱炭素シナリ

オに基づき、それぞれの部門・分野における「エネルギー消費原単位」及び「炭素集約度」

を設定し、下図に示す推計式を用いて将来の温室効果ガス排出量を推計します。 

注）※活動量は、温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢ケース）の場合に同じ 

将来排出量の推計式（脱炭素シナリオ） 

(ア-1) エネルギー消費原単位の低減率設定の考え方 

エネルギー消費原単位は、「芦屋市地域脱炭素ロードマップ」における脱炭素シナリ

オ（次表）に準じて低減されるものと想定し、部門・分野別の将来排出量の削減割合を

現況年度（令和３〔2021〕年度）の実績値を基に補正して適用します。 

エネルギー消費原単位の低減率設定の考え方（脱炭素シナリオ） 

部門 設定の考え方 
低減率 

算定式 
2030 年度 2050 年度 

産
業
部
門

■省エネ設備更新 

省エネ法に基づき、エネ

ルギー消費原単位が年

平均 1.0％低減。 

▲11.0％ ▲31.0％ 

低減率＝年平均削減率※1

×期間年数※2

※1：▲1.0％と設定 

※2：2030 年度は 11 年、2050 年度は 31

年 

＝        ×                × 活動量 温室効果ガス排出量 エネルギー消費原単位 

脱炭素シナリオ 

推計値 省エネルギー 
の取組 

再生可能エネルギー 
導入の取組 

炭素集約度 
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部門 設定の考え方 
低減率 

算定式 
2030 年度 2050 年度 

業
務
そ
の
他
部
門

■新規建築物を対象 

建築物として省エネ基

準を達成（省エネ率

50％：省エネ取組含む）。

▲3.9％ ▲18.1％ 

低減率＝年間新築着工率※3 

×ZEB 建物の普及率※４

×ZEB による削減率※５

×期間年数 

※3：国の建築着工統計及び芦屋市統計

書から 2015～2019 年度の平均値

(2.3％)を算出。2030 年度及び 2050 年

度は現状と同程度と仮定。 

※4：2030 年度 30％、2050 年度 50％ 

※5：環境省資料により▲50％と設定。

■既存建築物 

建築物として省エネ基

準適合率（省エネ率

30％：省エネ取組含む）。

▲6.3％ ▲18.9％ 

低減率＝既存建物率※6 

×省エネ基準適合率※７

×省エネ率（30％） 

※6：※３から既存建物率(97.7％)を算出。

※7：環境省資料により 2030 年度 57％、

2050 年度 100％ 

■省エネ設備更新 

省エネ法に基づき、エネ

ルギー消費原単位が年

平均 1.0％低減。 

▲11.0％ ▲31.0％ 

低減率＝年平均削減率※1

×期間年数※2

※1：▲1.0％と設定 

※2：2030 年度は 11 年、2050 年度は 31

年 

■再エネ由来の電力利

用 

電力の消費割合が 53％

と推計（資源エネルギー

庁）、その内 5％が 2050

年度までに再エネ由来

の電力を使用 

― ― 

二酸化炭素削減量＝エネルギー消費量※

8×導入率※9×二酸化炭素換算※10

※8：2019 年度の業務その他部門のエネ

ルギー消費量の 53％（資源エネルギー庁

の電気消費割合） 

※９：導入率を 5％と設定 

※10：排出係数：0.34(kg-CO2/kWh)、エ

ネルギー換算(3,600kJ/kWh) 
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部門 設定の考え方 
低減率 

算定式 
2030 年度 2050 年度 

家
庭
部
門

■住宅 

住宅として省エネ基準

を達成（省エネ率 40％：

省エネ対策含む）。 

▲2.2％ ▲12.6％ 

低減率＝年間新築着工率※８ 

×ZEH による削減率※９

×期間年数 

※8：国の住宅着工統計及び住宅・土地統

計か ら 2015 ～ 2019 年度 の平均 値

(1.0％)を算出。2030 年度及び 2050 年

度は現状と同程度と仮定。 

※9：環境省資料により▲40％と設定。

■既存建築物 

建築物として省エネ基

準適合率（省エネ率

20％：省エネ取組含む）。

▲3.1％ ▲16.9％ 

低減率＝既存建物率※10 

×省エネ基準適合率※11

×省エネ率（20％） 

※10：※８から既存建物率(99％)を算出 

※11：環境省資料により 2030 年度 30％、

2050 年度 100％ 

■HEMS の導入 

家庭用高効率機器導入

によるエネルギーマネ

ジメントシステム含む 

▲8.0％ ▲10.0％ 

低減率＝普及率※12 

×省エネ率（10％） 

※12：環境省資料により 2030 年度 80％、

2050 年度 100％ 

■家庭用高効率給湯器

の導入 

（エコキュート、エコジ

ョーズ） 

▲2.8％ ▲5.6％ 

低減率＝普及率※13 

×省エネ率（5.6％） 

※13：2030 年度 50％、2040 年度以降

100％ 

■家庭用高効率給湯器

の導入 

（上記以外の潜熱回収

型給湯器、燃料電池） 

▲1.0％ ▲2.0％ 

低減率＝普及率※14 

×省エネ率（2.0％） 

※14：2030 年度 50％、2040 年度以降

100％ 

■高効率照明の導入 

（LED 交換） 
▲2.0％ ▲2.0％ 

低減率＝普及率※15 

×省エネ率（2.0％） 

※15：2030 年度以降 100％ 

■トップランナー基準

に基づく機器の効率向

上 

▲3.6％ ▲3.6％ 

低減率＝普及率※16 

×省エネ率（3.6％） 

※16：2030 年度以降 100％ 
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部門 設定の考え方 
低減率 

算定式 
2030 年度 2050 年度 

■再エネ由来の電力利

用 

電力の消費割合の内

10％が 2050 年度までに

再エネ由来の電力を使

用 

― ― 

二酸化炭素削減量＝エネルギー消費量※

8×導入率※9×二酸化炭素換算※10

※8：2019 年度の家庭部門のエネルギー

消費量（電気） 

※９：導入率を 10％と設定 

※10：排出係数： 

0.34(kg-CO2/kWh) 

エネルギー換算(3,600kJ/kWh) 

運
輸
部
門

■自動車 

燃費の向上や次世代自動

車の普及によりエネルギ

ー消費原単位が低減※17。

▲42.0％ 

(乗用車) 

▲20.0％ 

(貨物車) 

▲79.0％ 

(乗用車) 

▲59.0％ 

(貨物車) 

※17：環境省資料により設定 

■自動車 

エコドライブの実施 
▲2.2％ ▲10.0％ 

低減率＝普及率※18

×省エネ率（10％） 

※18：環境省資料により 2030 年度 67％、

2050 年度 100％ 

■鉄道 

省エネ法に基づき、エネ

ルギー消費原単位が年

平均 1.0％低減。 

▲11.0％ ▲31.0％ 

低減率＝年平均削減率※1

×期間年数※2

※1：▲1.0％と設定 

廃
棄
物
分
野

■焼却量の低減 

国の削減目標に基づき

設定。 

▲15.0％ ▲15.0％ 

廃棄物分野は削減見込みが立てにくい

ことから、国の基準に基づき、最低限の

見込み量を設定 

(ア-2) 排出係数の低減率の設定 

「芦屋市地域脱炭素ロードマップ」における脱炭素シナリオでは、令和 12（2030）

年度の電気のＣＯ２排出係数を0.250kg-CO2/kWhと想定し、低減効果として▲26.5％（関

西電力 令和元〔2019〕年度実績：0.340kg-CO2/kWh 比）を見込んでいます。 

このことを踏まえた上で、排出係数の低減率は、エネルギー消費原単位とあわせて部

門・分野別の将来排出量の削減割合に反映されているものとして扱います。 

なお、本市内で再生可能エネルギーの導入を推進することは、発電した電気の自家消

費や電力事業者への売電を通じて排出係数（炭素集約度）の低減につながるものであり、

排出係数（炭素集約度）の低減効果には本市内での再生可能エネルギー導入による削減

ポテンシャルも含まれています。
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イ 将来の温室効果ガス排出量（脱炭素シナリオ） 

省エネ対策を講じた場合（脱炭素シナリオ）、各目標年度における温室効果ガス排出量

を推計すると、令和 12（2030）年度は 162.9 千 t-CO2（基準年度比▲54.6％）、令和 22

（2040）年度は 91.0 千 t-CO2（基準年度比▲74.6％）、令和 32（2050）年度は 41.2 千 t- 

CO2（基準年度比▲88.5％）となります。 
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１００

２００

３００

４００

５００

平成２５

（２０１３）

【基準年度】

令和３

（２０２１）

【現況年度】

令和１２

（２０３０）

令和２２

（２０４０）

令和３２

（２０５０）

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

その他分野

廃棄物分野

運輸部門

家庭部門

業務その他部門

産業部門

合計

〜〜

〜〜

【千ｔ-ＣＯ２】

▲５４.６％

▲８８.５％

部門別温室効果ガス排出量の推移（脱炭素シナリオ）

平成２５年度

(２０１３年度)

【基準年度】

令和３年度

(２０２１年度)

【現況年度】

基準年度比
削減率

令和１２年度
(２０３０年度)

基準年度比
削減率

令和２２年度
(２０４０年度)

基準年度比
削減率

令和３２年度
(２０５０年度)

基準年度比
削減率

３２８,２２７ ２２０,８５６ ▲３２.７％ １２７,３０３ ▲６１.２％ ５６,６５５ ▲８２.７％ ８,１１５ ▲９７.５％ 

産業部門 ６,４９０ ５,３７４ ▲１７.２％ ４,４２４ ▲３１.８％ ２,５１３ ▲６１.３％ １,２８８ ▲８０.１％ 

製造業 ３,２６８ ３,５２５ ７.９％ ３,４８４ ６.６％ １,９７０ ▲３９.７％ １,０３２ ▲６８.４％ 

農林水産業 １,６９２ ８６４ ▲４９.０％ ３５７ ▲７８.９％ ２０３ ▲８８.０％ ９５ ▲９４.４％ 

建設業・鉱業 １,５３１ ９８５ ▲３５.７％ ５８３ ▲６１.９％ ３４０ ▲７７.８％ １６２ ▲８９.４％ 

業務その他部門 １０９,７１８ ７４,２６３ ▲３２.３％ ４５,０８３ ▲５８.９％ ２２,９５８ ▲７９.１％ ３,３０５ ▲９７.０％ 

家庭部門 １３９,９５９ ８１,３４７ ▲４１.９％ ４３,５２２ ▲６８.９％ ２２,４３５ ▲８４.０％ ３,５２２ ▲９７.５％ 

運輸部門 ７２,０６０ ５９,８７２ ▲１６.９％ ３４,２７４ ▲５２.４％ ８,７４９ ▲８７.９％ ０ ▲１００.０％ 

自動車 ６５,６３８ ５６,７２７ ▲１３.６％ ３１,９７１ ▲５１.３％ ７,８００ ▲８８.１％ ０ ▲１００.０％ 

鉄道 ６,４２１ ３,１４５ ▲５１.０％ ２,３０４ ▲６４.１％ ９４９ ▲８５.２％ ０ ▲１００.０％ 

非エネルギー起源二酸化炭素 １６,９１９ １６,６６６ ▲１.５％ １４,０２３ ▲１７.１％ １２,８４０ ▲２４.１％ １１,５２９ ▲３１.９％ 

廃棄物分野 １６,９１９ １６,６６６ ▲１.５％ １４,０２３ ▲１７.１％ １２,８４０ ▲２４.１％ １１,５２９ ▲３１.９％ 

メタン ５２９ ５２４ ▲１.０％ ５２４ ▲１.０％ ５２４ ▲１.０％ ５２４ ▲１.０％ 

一酸化二窒素 １,４０２ １,２２５ ▲１２.６％ １,２２５ ▲１２.６％ １,２２５ ▲１２.６％ １,２２５ ▲１２.６％ 

代替フロン等 １２,０３３ １９,７９６ ６４.５％ １９,７９６ ６４.５％ １９,７９６ ６４.５％ １９,７９６ ６４.５％ 

３５９,１１０ ２５９,０６８ ▲２７.９％ １６２,８７１ ▲５４.６％ ９１,０４１ ▲７４.６％ ４１,１８９ ▲８８.５％ 

※四捨五入の関係で、合計値は整合しない場合があります。

部門・分野

温室効果ガス排出量【ｔ-ＣＯ２】

エネルギー起源二酸化炭素

合計

温室効果ガス排出量の将来推計結果（脱炭素シナリオ）
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ウ 将来のエネルギー消費量（脱炭素シナリオ） 

省エネ対策を講じた場合（脱炭素シナリオ）、エネルギー消費量は一貫して減少して、

令和 12（2030）年度は 2,906TJ（基準年度比▲33.5％）、令和 22（2040）年度は 1,990TJ

（基準年度比▲54.5％）、令和 32（2050）年度は 1,096TJ（基準年度比▲74.9％）となる

見込みです。 

エネルギー消費量の将来推計結果（脱炭素シナリオ） 

平成２５年度

(２０１３年度)

【基準年度】

令和３年度

(２０２１年度)

【現況年度】

基準年度比
削減率

令和１２年度
(２０３０年度)

基準年度比
削減率

令和２２年度
(２０４０年度)

基準年度比
削減率

令和３２年度
(２０５０年度)

基準年度比
削減率

産業部門 １０３ ９３ ▲９.６％ １００ ▲２.９％ ９３ ▲１０.１％ ８４ ▲１９.１％ 

製造業 ５５ ６３ １４.１％ ７９ ４４.１％ ７５ ３７.３％ ６９ ２５.９％ 

農林水産業 ２５ １３ ▲４６.８％ ７ ▲７０.４％ ６ ▲７６.０％ ５ ▲８０.４％ 

建設業・鉱業 ２４ １８ ▲２５.９％ １４ ▲４１.８％ １２ ▲５１.５％ １０ ▲５９.５％ 

業務その他部門 １,８０２ １,８１５ ０.７％ １,３３４ ▲２６.０％ ９７０ ▲４６.１％ ５５４ ▲６９.２％ 

家庭部門 １,４４６ １,２３７ ▲１４.４％ ７９２ ▲４５.２％ ５８３ ▲５９.６％ ４１１ ▲７１.６％ 

運輸部門 １,０２１ ８８１ ▲１３.７％ ６８０ ▲３３.４％ ３４３ ▲６６.４％ ４８ ▲９５.３％ 

自動車 ９７７ ８４３ ▲１３.７％ ６４７ ▲３３.８％ ３１６ ▲６７.７％ ２６ ▲９７.４％ 

鉄道 ４５ ３８ ▲１５.０％ ３３ ▲２５.２％ ２８ ▲３８.４％ ２２ ▲５０.８％ 

４,３７２ ４,０２６ ▲７.９％ ２,９０６ ▲３３.５％ １,９９０ ▲５４.５％ １,０９６ ▲７４.９％ 

※四捨五入の関係で、合計値は整合しない場合があります。

合計

部門

エネルギー消費量【ＴＪ】

１０３ ９３ １００ ９３ ８４

１,８０２ １,８１５

１,３３４
９７０

５５４

１,４４６
１,２３７

７９２

５８３

４１１

１,０２１

８８１

６８０

３４３

４８

４,３７２

４,０２６

２,９０６

１,９９０

１,０９６

０

１,０００

２,０００

３,０００

４,０００

５,０００

平成２５

（２０１３）

【基準年度】

令和３

（２０２１）

【現況年度】

令和１２

（２０３０）

令和２２

（２０４０）

令和３２

（２０５０）

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

運輸部門

家庭部門

業務その他部門

産業部門

合計

〜〜

〜〜

【ＴＪ】

▲３３.５％

▲７４.９％

エネルギー消費量の推移（脱炭素シナリオ）
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（３－３）計画全体の目標 

本市の区域施策編で定める計画全体の総量削減目標は国の地球温暖化対策計画や先進事

例を踏まえて下表のとおり設定します。 

 芦屋市における総量削減目標 
（基準年度を平成 25〔2013〕年度、目標年度を令和 16〔2034〕年度としたケース）

温室効果ガス排出量・吸収量 
（単位：千 t-CO2） 

平成 25 年度 
（2013 年度） 
【基準年度】

令和 16 年度 
（2034 年度） 
【目標年度】

削減目標 
(基準年度比) 

エネルギー起源 CO2 328.2 99.1 ▲69.8%
産業部門 6.5 3.7 ▲43.6%

製造業 3.3 2.9 ▲11.9%
農林水産業 1.7 0.3 ▲82.6%
建設業・鉱業 1.5 0.5 ▲68.3%

業務その他部門 109.7 36.2 ▲67.0%
家庭部門 140.0 35.1 ▲74.9%
運輸部門 72.0 24.1 ▲66.6%

自動車 65.6 22.3 ▲66.0%
鉄道 6.4 1.8 ▲72.6%

非エネルギー起源 CO2 16.9 13.5 ▲19.9%
廃棄物分野 16.9 13.5 ▲19.9%

その他分野 
(メタン・一酸化二窒素・代替フロン等)

14.0 21.5 64.5%

合計 359.1 134.1 ▲62.6%
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第４章 取組施策 

（４－１）取組施策における部門・分野別の役割 

本市が脱炭素社会の実現を目指すために必要な取組施策と、それぞれの部門・分野の役割

を以下に示します。 

部門・分野別の取組施策 
区分 取組施策 部門・分野 

脱炭素社会への関心と
行動変容 

１．省エネ・再エネ関連情報の提供・発信 
２．芦屋市カーボンニュートラル推進サポーター制度
の創設 

３．「デコ活」の推進 

全部門 

省エネ対策の推進 １．住宅・建築物へＺＥＨ・ＺＥＢの導入促進 
２．ＬＥＤ照明等の省エネ設備・省エネ製品の導入促進 

家庭部門 
業務その他部門 

（公共施設を含む）

再エネの導入拡大 

１．公共施設へ再エネ・蓄電池設備の導入促進 
２．住宅・事業所・マンション等へ再エネ・蓄電設備
の導入促進 

３．防災拠点や公共施設へ再エネ電力供給 

家庭部門 
業務その他部門 

（公共施設を含む）

次世代自動車の普及 
１．ＥＶ・ＦＣＶ等の導入促進と V2H 等の導入促進 
２．ＥＶ充電スタンドの普及促進 
３．水素ステーションの普及促進 

運輸部門 

CO2吸収源の確保 
１．緑のＣＯ２吸収機能（グリーンカーボン）の強化 
２．メタネーションによる CO2削減 
３．ブルーカーボンによる CO2吸収源の創出 

その他 
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（４－２）具体的な取組施策 

１．省エネ・再エネ関連情報の提供・発信 

取組概要 

脱炭素社会の実現は、市・市民・事業者が一体となって取組む仕組みがなければ達成できないこと

です。市は、省エネや再エネ関連情報（省エネに関する取組とその効果、再エネに関する取組とその

効果、国等の補助事業など）について、市のホームページや「広報あしや」、情報アプリ「マチイロ」

等を活用して情報発信していくとともに、市民・事業者が積極的に活用・実践ができる仕組みを検討

します。 

期待できる効果 

市民・事業者の省エネ・再エネ関連情報への関心の向上と行動変容の実現 

関連主体 

市、市民、事業者 

気候変動の現状，再エネ，省エネ

に関する情報 
創エネ・蓄エネに関する情報 

・パンフレット類，「広報あしや」を活用した情報発信
・セミナー・情報交換会 
・情報アプリ「マチイロ」で情報提供 

市民・事業者 

省エネ・再エネ関連情報の提供・発信

脱炭素社会への関心と行動変容
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２．芦屋市カーボンニュートラル推進サポーター制度の創設 

取組概要 

脱炭素を推進するにあたり、市民や事業者の協力は不可欠です。広く市民や事業者に普及啓発す

ると同時に、牽引役となるカーボンニュートラル推進のコア人材の獲得が肝要と考えています。そ

のためには受け皿となる仕組みが必要です。その仕組みが「（仮）芦屋市カーボンニュートラル推進

サポーター制度」です。市内の学校・大学や子育てファミリー層、事業者等から人材を募り、芦屋

市よりサポーターとして認定し、活動や勉強会、イベントの開催など市と一緒になって普及と実践

を行うことを目指します。 

期待できる効果 

・カーボンニュートラルの普及のコア人材を養成し、市の協力者を増やすことができる。 

・芦屋市でカーボンニュートラル関心がある人達が集まる「場」ができる。 

・市役所と市民・事業者が同じ目的の下で距離が近くなる。 

・コア人材の広がりを脱炭素に係る主要な評価指標（KPI）として見ることができ施策マネジメン

トに活用できる。 

・周辺自治体との連携で阪神間を脱炭素推進地帯にするきっかけができる。

関連主体 

市、学校、大学、市民、事業者、周辺自治体 

当初は 10代 20 代の若い世代をサポーターのメインターゲットにしながら、30 代 40 代
の子育てファミリー層も巻き込んでカーボンニュートラルサポーター体制の基盤を作り
ます。これら若手を中心とした小集団のサポーターグループを形成し、ここを起点にそ
れぞれの知り合い等巻き込みながらサポーターの人数を増やしていくことを考えていま
す。そして、それらの各集団を緩やかに連携させる。このフェーズに入ると地域単位で
のサポーター説明会を開催し、地域での集団の形成もはかり芦屋市全域にサポーター体
制網の構築を目指します。また、市の枠を超えてＳＤＧｓサポーター制度を有する尼崎
市などと自治体間連携をすることで、阪神間を脱炭素推進地帯にすることを目指します。 

令和 12（2030）年に 10 歳の小学生は、令和 22（2040）年には 20 歳の大学生となり、
令和 32（2050）年には 30歳で子どもがいるかもしれません。サポーター制度は世代を越
えて未来の世代を守り育成し続ける仕組みです。この制度が世代を超えた脱炭素推進の
きっかけとなればと考えています。

脱炭素推進の波及イメージ（噴水モデル） サポーター制度による連携イメージ 
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３．「デコ活」の推進 

取組概要 

市は、「デコ活」の推進に向けて、ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥやゼロカーボンアクション 30 における

行動変容のための普及啓発を行います。市民や事業者は、その行動の意義を理解するとともに、ゼロ

カーボンアクション 30の取組を実践します。 

期待できる効果 

・市民や事業者活動の省エネによる温室効果ガス排出量の削減 

・市民や事業者活動の行動変容 

・ゼロカーボンアクション 30（省エネ行動等）が標準化

関連主体 

市、市民、事業者 

＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：意識の高まり 

指標項目 環境に配慮した取組をライフスタイルに取り入れている人の割合 

進捗管理 
令和５（2023）年度に実施したアンケート調査結果を基準とし、中間
評価時と最終年度で実施するアンケート調査結果を比較対象として、
増減傾向で評価する 

コラム   ～デコ活とは～
「デコ活」とは、「デ：電気も省エネ 断熱住宅（省エネ）」、「コ：こだわる楽しさ エコグッズ

（グリーン購入）」、「カ：感謝の心 食べ残しゼロ（食品ロス削減）」、「ツ：つながるオフィス テレワ

ーク（テレワーク）」という４つのキャッチフレーズの頭文字をとった新しい国民運動の通称です。

国はこの取組を通じて、2050 年カーボンニュー 

トラルの実現に向けて、脱炭素につながる新し 

い将来の豊かな暮らしの創造を目指しています。 
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コラム  ～ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ、ゼロカーボンアクション 30～
「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」は、ＣＯ２などの温室効果ガスの排出量削減のために、脱炭素社会

づくりに貢献する「製品への買換え」、「サービスの利用」、「ライフスタイルの選択」など、日々の

生活の中で、あらゆる「賢い選択」をしていこうという取組です。 

日本のＣＯ２排出量の約６割が、衣食住を中心とする「ライフスタイル」に起因しています。（一

人当たり年間 7.6t-CO2排出（平成 29〔2017〕年））衣・食・住・移動など、私たちが普段の生活の

中で消費する製品・サービスのライフサイクル（製造、流通、使用、廃棄等の各段階）において生

ずる温室効果ガスが、日本のＣＯ２排出量の約６割を占めているのです。 

私たちが、生活の中でちょっとした工夫をしながら、無駄をなくし、環境負荷の低い製品・サー

ビスを選択することで、こうしたライフスタイルに起因するＣＯ２削減に大きく貢献することが

できます。 

資料：南斉規介（2019）産業連関表による環境負荷原単位データブ

ック（3EID）（国立環境研究所）、Nansai et al（2020） Resources、 

Conservation &Recycling 152 104525、総務省平成 27（2015）年

産業連関表に基づき国立環境研究所及び地球環境戦略研究機関

（IGES）にて推計 

※各項目は、日本で消費・固定資本形成される製品・サービス毎の

ライフサイクル（資源の採取、素材の加工、製品の製造、流通、小

売、使用、廃棄）において生じる温室効果ガス排出量（カーボンフ

ットプリント）を算定し、合算したもの（国内の生産ベースの直接

排出量と一致しない。）。 

ゼロカーボンアクションの例と期待される CO2削減効果（年間） 
（資料：環境省ホームページ） 

エネルギーの節約・転換 住宅のリフォーム

再エネ電気への切り替え 1,232kg/人 断熱リフォーム（性能等級４） 142kg/世帯

エアコン設定温度の変更（±1℃） 19kg/人 二重窓への取り替え 47kg/世帯

エアコン使用時間の短縮（1h/日） 26kg/台 太陽光発電システムの設置 1,275kg/戸

移動手段の見直し 食生活の見直し

公共交通機関の利用（通勤･通学） 243kg/人 食事の完食（食品ロス⇒ゼロ） 54kg/人

エコドライブ（20％の燃費改善） 148kg/人 旬食材の利用（温室栽培⇒露地物） 36kg/人

電気自動車への乗り換え 242kg/人 野菜・果物の地産地消 8kg/人

サスティナブルファッション ３R（リデュース･リユース･リサイクル）

衣服の適度な購入（1/4 程度に） 194kg/人 マイボトルの活用（30 回×5年） 4kg/人

リサイクル素材の活用（10％） 29kg/人 マイバッグ利用（レジ袋300枚削減） 1kg/人

フリーマーケットの活用（10％） 40kg/人 容器包装プラスチックのリサイクル 4kg/人
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１．住宅・建築物へＺＥＨ・ＺＥＢの導入促進 

取組概要 

市は、公共施設の大規模改修や新設をする場合、ＺＥＢシリーズ相当※の導入を検討します。また、

住宅や事業所へＺＥＨ・ＺＥＢ相当の普及啓発ならびに導入促進を行います。 

市民や事業者は、ＺＥＨやＺＥＢを理解するとともに、国等の助成情報を収集するとともに導入を

検討します。

期待できる効果 

・健康に配慮した省エネ住宅や事業所として、快適な住空間、快適な職場の形成が構築 

・住宅や事業所の省エネ効果が大きく期待でき、温室効果ガス排出量の大きな削減効果 

・関連産業の活性化 

・再生可能エネルギーの地域への浸透

関連主体 

市、市民、事業者 

※ ZEB シリーズ相当とは、従来の建物で必要なエネルギーを、省エネで一定率削減した建物のこと。 
「ZEB（Net Zero Energy Building）」とは、年間で消費する建築物のエネルギー量を大幅に削減する

とともに創エネでエネルギー収支「ゼロ」を目指した建築物のことで、次の①～④のランクが定義され
ている。［①ZEB（正味ゼロ又はマイナスの省エネを図った建築物）②Nearly ZEB（正味で 75％以上の省
エネを図った建築物）③ZEB Ready（50％以上の省エネを図った建築物）④ZEB Oriented（30～40％以上
の省エネを図った建築物）］ 

＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：導入意欲の高まり 

指標項目 ＺＥＨ住宅補助件数 

進捗管理 補助件数等の把握 

省エネ対策の推進 

ZEH（左），ZEB（右）：資源エネルギー庁資料より
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２．ＬＥＤ照明等の省エネ設備・省エネ機器の導入促進 

取組概要 

市は、「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」や「ゼロカーボンアクション 30」の取組啓発を行うとともに、特

に家電製品等の買い換え時において、その効果などを市民に情報発信をします。 

市民や事業者は、高効率照明・高効率給湯器（燃料電池含む）・高効率空調機器（設備）等を買い換

えする際には、省エネトップランナー制度を優先的に選択して購入（更新）します。

期待できる効果 

・健康に配慮した省エネ住宅や事業所として、快適な住空間、快適な職場の形成が構築 

・住宅や事業所の省エネ効果が大きく期待でき、温室効果ガス排出量の大きな削減効果 

・ゼロカーボンアクション 30（省エネ行動等）が標準化

関連主体 

市、市民、事業者 

＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：設置意識の高まり 

指標項目 

省エネ家電導入の補助件数 

事業者向け高効率省エネ設備導入の補助件数 

個人向けコージェネレーションシステム設備導入の補助件数 

進捗管理 補助件数等の把握 

家電製品別電力消費割合（資源エネルギー庁 省エネポータルサイトより）
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＜省エネ家電購入促進事業補助金の件数＞ 
 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

家 電 件 数 割 合 件 数 割 合 

エアコン 71 件 26.8％ 152 件 32.3％
照明器具 1 件 0.4％ 3 件 0.4％
テレビ 15 件 5.7％ 26 件 5.5％
冷蔵庫 175 件 66.0％ 291 件 61.5％

照明+テレビ 2 件 0.8％ 1 件 0.2％
テレビ+冷蔵庫 1 件 0.4％

合 計 265 件 473 件
※令和 4（2022）年度申請期間：令和 5（2023）年 1 月 10 日～3 月 31 日 
※令和 5（2023）年度申請期間：令和 5（2023）年 6 月 1日～令和 6（2024）年 3 月 14 日 

※定格冷暖房兼用・壁掛け形・冷房能力

2.8kW クラス 10 年前の平均と最新型の省

エネタイプ（多段階評価★４以上）の比

※定格内容積 401L～ 450L，10 年前の平

均値と最新型の比較 

※年間点灯時間 2,000 時間 

（1日 5～6 時間点灯した場合） 

＊＊上手に家電の買換えを＊＊

代表的な家電の10 年前との比較 出典：環境省発行「COOL CHOICE ５つ星の家電買換えキャン

ペーン 

【冷蔵庫】 

【照明器具】

【エアコン】
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＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：導入意識の高まり 

指標項目 
10kw 以上太陽光発電導入量（ＦＩＴ・ＦＩＰ制度利用） 

10kw 以上太陽光発電導入件数（ＦＩＴ・ＦＩＰ制度利用外） 

進捗管理 導入量・導入件数の把握 

１．公共施設へ再エネ設備の導入促進 

取組概要 

市内の公共施設に太陽光発電設備等の再エネ設備を導入し、防災機能の強化や環境教育への利用を

図ります。 

導入する際には、ＰＰＡモデルを活用した手法を検討し、導入効果を検証した上で導入します。

期待できる効果 

・災害に強いまちづくり、防災機能の強化 

・自家消費や余剰売電による経済的メリット（地域還元など） 

・再生可能エネルギーの地域への浸透（公共施設の率先行動による波及効果） 

・市内全域における活動の推進

関連主体 

市 

再エネの導入拡大 

PPA モデルの仕組み（環境省：「再エネスタートより」）
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太陽光発電パネルの設置場所として一般的なのは住宅や事業所ビルなどの屋上ですが、

技術の進歩によって太陽光発電パネルは様々な場所に設置することが可能になってきてい

ます。 

＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：導入意識の高まり 

指標項目 
10kw 未満太陽光発電導入量（ＦＩＴ・ＦＩＰ制度利用） 

10kw 未満太陽光発電導入件数（ＦＩＴ・ＦＩＰ制度利用外） 

進捗管理 導入量・導入件数の把握 

２．住宅・事業所・マンション等へ再エネ・蓄電設備の導入促進 

取組概要 

市は、市民や事業者等へ再生可能エネルギーの情報を提供し、市民や事業者に対する再生可能エネ

ルギーや蓄電池設備等の導入を促進します。 

阪神 10 市３町と神戸市の 14自治体で実施している「共同購入事業」を継続して進めるとともに、

市民や事業者及びマンション管理者が、住宅・事業所・マンション等の集合住宅の屋根や屋上、壁面

やマンションの手すり等へ、意匠性の高い太陽光発電及び蓄電設備を導入しやすい環境を整えます。

期待できる効果 

・災害時におけるエネルギーの自立分散型構築、防災機能の強化 

・自家消費や余剰売電による経済的メリット

（エネルギーの地産地消によるエネルギー代金の流出防止） 

・再生可能エネルギーの地域への浸透

関連主体 

市、市民、事業者、マンション管理者等 

ソーラーカーポートの事例 
（福島県Jヴィレッジ敷地） 

環境省HPより 

水平/垂直設置向け太陽電池の開発 
（環境省） 

ペロブスカイト太陽電池 
資源エネルギー庁HP より 
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＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：導入施設の増加 

指標項目 再エネ電力導入施設数 

進捗管理 再エネ電力導入施設数の把握 

３．公共施設へ再エネ由来の電力の供給促進 

取組概要 

公共施設へ再生可能エネルギー由来の電力の供給を促進します。 

期待できる効果 

・地域の温室効果ガス排出量の削減 

関連主体 

市、発電事業者、小売電気事業者 

１．ＥＶ・ＦＣＶ等の導入促進と V2H 等の導入促進 

取組概要 

市は、公用車の買い換えの際には、ＥＶ（電気自動車）、プラグインハイブリッド車（ＰＨＥＶ）、

燃料電池車（ＦＣＶ）などの電動車を導入し、再生可能エネルギー由来の電源を日常的に利用すると

ともに、災害時に移動可能な電源として活用します。

家庭や事業所へもＥＶ（電気自動車）、プラグインハイブリッド車（ＰＨＥＶ）、燃料電池車（ＦＣ

Ｖ）など導入を促進し、再生可能エネルギー由来の電源を日常的に利用するとともに、災害時に移動

可能な電源として活用します。(Ｖ２Ｈなど)

Ｖ２Ｈ等は、ＥＶ（電気自動車）の導入促進において重要な設備であることから、地域内の設置促

進を図ります。

期待できる効果 

・芦屋市の温室効果ガス排出量全体の約 23％を占める運輸部門における排出量を削減 

・発電した再生可能エネルギー由来の電力の需要先確保 

・災害時の電源確保 

関連主体 

市、市民、事業者 

次世代自動車の普及
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＜進捗管理の目安とする指標項目＞ 目標とする傾向：増加 

指標項目 
ＥＶ、ＰＨＥＶ、Ｖ２Ｈ導入補助件数 

公用車のＥＶ、ＰＨＥＶ化率 

把握 毎年、導入件数を把握 

電動車は、家電・住宅・ビル・電力系統など、幅広い対象に電力を供給可能です。昨今

の災害を契機として、停電時の非常用電源としての活用も進められています。電動車は静

音性や低振動性などの特徴に加え、機動性を有するため、電源車の配備が難しい地域など

への電力供給が可能になります。 

充電設備の種類 経済産業省「EV・PHV 情報プラットフォーム」

EV（電気自動車）ならではの利用価値 経産省「電動車活用促進ガイドブック」
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１．緑のＣＯ２吸収機能（グリーンカーボン）の強化 

取組概要 

市は、北部地域から山手地域にかけて広がる森林の保全やまちなかの緑化推進とともに、市民や事

業者に対する意識啓発に努め、森林保全活動や緑化活動への参加を呼びかけます。豊かな緑の保全・

創出に向けた取組を通じて、ＣＯ２吸収機能（グリーンカーボン）の強化を図ります。 

期待できる効果 

・豊かな緑に包まれた住みやすいまちの創出・地域貢献

・国土の保全、水源の維持、生物多様性の保全など、森林の多面的機能の強化

関連主体 

市、市民、事業者、各種団体 

ＣＯ２吸収源の確保 

コラム    ～グリーンカーボン～ 
森林やまちなかの緑など、植物は太陽の光を受けて光合成を行う過程で、二酸化炭素(ＣＯ２)

を吸収し、酸素(Ｏ２)を大気中に放出しています。この時、植物に吸収・固定された炭素を「グ

リーンカーボン」と呼びます。 

森林等の緑のＣＯ２吸収機能は成長とともに強化されるため、植林や間伐などの適切な森林

管理は欠かせません。また，まちなかの緑化によって緑を増やせば、吸収・固定されるグリー

ンカーボンも増加します。森林管理を通じて吸収・固定されたＣＯ２をクレジット化し、温室効

果ガス排出量削減に活用するカーボン・オフセットの取組も広がりを見せています。

森林管理プロジェクトを活用したカーボン・オフセット 

（出典：林野庁ホームページ）



59 

２．メタネーションによるＣＯ２削減 

取組概要 

市は、「メタネーション」の情報を収集し、市民や事業者へ情報提供・情報発信します。 

芦屋市の使用している都市ガス等のエネルギーをメタネーションの技術革新により脱炭素燃料と

して使用します。 

期待できる効果 

・メタネーションの技術革新により、市内で使用しているガスの脱炭素化 

関連主体 

市、市民、各種団体 

コラム   ～メタネーション技術～ 
ガスの脱炭素化技術にはいくつか選択肢がありますが、もっとも有望視されているのは、水

素（Ｈ２）と二酸化炭素（ＣＯ２）を反応させ、天然ガスの主な成分であるメタン（ＣＨ４）を

合成する「メタネーション」です。 

メタネーションが注目されている理由は、ほかにもあります。都市ガスの原料である天然ガ

スの主成分はメタンであるため、たとえ天然ガスを合成メタンに置き換えても、都市ガス導管

やガス消費機器などの既存のインフラ・設備は引き続き活用できるのです。つまり、メタネー

ションは「経済効率（Economic Efficiency）」にすぐれており、コストを抑えてスムーズに脱

炭素化を推進できると見込まれているのです。 

出典：一般社団法人 日本ガス協会ホームページ
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３．ブルーカーボンによるＣＯ２吸収源の創出 

取組概要 

市は、「ブルーカーボン」に関する情報を収集し、市民や事業者へ情報提供・情報発信します。豊か

な海の生態系を保全し、ブルーカーボンによる CO2吸収源の創出を図ります。 

期待できる効果 

・海に親しむ住みやすいまちの創出・地域貢献 

関連主体

市、市民、各種団体 

コラム    ～ブルーカーボン～ 
平成 21（2009）年に国連環境計画の報告書において、海洋生態系に取り込まれた炭素が「ブ

ルーカーボン」と命名され，地球温暖化対策としての吸収源の新しい選択肢として提示され，

世界的に注目されています。 

植物は，光合成によって大気中のＣＯ２を吸収し、炭素を隔離します。森林や都市の緑など、

陸上の植物が隔離する炭素のことを「グリーンカーボン」といいます。 

これに対し、海草（アマモなど）や海藻，植物プランクトンなど、海の生物の作用で海中に

取り込まれる炭素のことを「ブルーカーボン」と呼びます。 

ブルーカーボン生態系による隔離・貯留のメカニズムは、大気中のＣＯ２が光合成によって

浅海域に生息するブルーカーボン生態系に取り込まれ，ＣＯ２を有機物として隔離・貯留しま

す。また、枯死したブルーカーボン生態系が海底に堆積するとともに、底泥へ埋没し続けるこ

とにより、ブルーカーボンとしての炭素は蓄積されます。岩礁に生育するコンブやワカメなど

の海藻においては、葉状部が潮流の影響により外洋に流され、その後、水深が深い中深層に移

送され、海藻が分解されながらも長期間、中深層などに留まることによって、ブルーカーボン

としての炭素は隔離・貯留されます。 

ブルーカーボンのメカニズム（国土交通省資料より）
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第５章 本計画の実施及び進捗管理 

（５－１）推進体制 

本市では、本計画の推進体制として、市長をトップとし、全ての部局が参画する横断的な

庁内体制を構築・運営します。 

さらに、地域の脱炭素化を担当する部局・職員における知見・ノウハウの蓄積や、庁外部

署との連携や地域とのネットワーク構築等も重要であり、庁外体制の構築についても検討

を進めます。 

以下の推進体制に基づき、庁内関係部局や庁外ステークホルダーとの適切な連携の下に、

各年度において実施すべき対策・施策の具体的な内容を検討し、着実に実施します。 

表 芦屋市の庁内における推進体制 

 部署名・役職名 役割 備考 

本部長 市長 全体統括 事務局（環境課）と綿密に調整 

事務局 環境課 事務全般 本部長指示の下庁内を統括 

 △△課 ××部門担当  
… … … …

表 芦屋市の庁内外における推進体制 

芦屋市 
（事務局：環境課） 

・庁内関係部局 
・環境審議会 

支援 

市民・事業者・地域団体・学校等 

国・兵庫県・近隣自治体 

連携 

支援 連携 
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（５－２）進捗管理・評価 

区域の温室効果ガス排出量について適宜把握するとともに、その結果を用いて計画全体

の目標に対する達成状況や課題の評価を実施します。各主体の対策に関する進捗状況、個々

の対策・施策の達成状況や課題の評価、公表を実施します。 

また、進捗管理・評価の結果や、今後の社会状況の変化等に応じて、適切に見直すことと

します。
令和 
6 年 

令和 
7 年 

令和 
8 年 

・・・ 令和 
16 年 

2024 2025 2026 ・・・ 2034 
策定年度 対策・施策の進捗把握 

見直しの検討 

目標年度

計画期間 
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第６章 参考資料 

（６－１）用語解説 

地球温暖化対策に関する用語を解説しています。ただし、本計画を説明するにあたって、

分かりやすい言葉に置き換えて書いております。厳密な定義や詳細等については、環境省や

関連省庁のホームページや、専門書籍等を確認してください。 

ア行 
 エネルギー起源ＣＯ２

化石燃料の燃焼や化石燃料を燃焼して得られる電気・熱の使用に伴って排出され

るＣＯ２。日本の温室効果ガス排出量の大部分（９割弱）を占めています。一方、「セ

メントの生産における石灰石の焼成」や、市町村の事務・事業関連では「ごみ中の廃

プラスチック類の燃焼」などにより排出されるＣＯ２は、非エネルギー起源ＣＯ２と

呼ばれます。 

 温室効果ガス 

大気中に拡散された温室効果をもたらす物質。とりわけ産業革命以降、代表的な温

室効果ガスであるＣＯ２やＣＨ４のほか、フロン類などは人為的な活動により大気中

の濃度が増加の傾向にあります。地球温暖化対策推進法では、ＣＯ２、ＣＨ４、Ｎ２

Ｏに加えてハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）、

六ふっ化硫黄（ＳＦ６）、三ふっ化窒素（ＮＦ３）の７種類が区域施策編の対象とする

温室効果ガスとして定められています。 

 温室効果ガス総排出量 

地球温暖化対策推進法第２条第５項にて、「温室効果ガスである物質ごとに政令で定

める方法により算定される当該物質の排出量に当該物質の地球温暖化係数（温室効果

ガスである物質ごとに地球の温暖化をもたらす程度のＣＯ２に係る当該程度に対する

比を示す数値として国際的に認められた知見に基づき政令で定める係数をいう。以下

同じ。）を乗じて得た量の合計量」とされる温室効果ガス総排出量のことです。 

 オフセット 

排出される温室効果ガスの排出をまずできるだけ削減するように努力をした上で、削

減が困難な部分の排出量について、他の場所で実現した温室効果ガスの排出削減・吸収

量等を購入すること又は他の場所で排出削減・吸収を実現するプロジェクトや活動を実

施すること等により、その排出量の全部又は一部を埋め合わせることをいいます。 
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カ行 
 活動量 

一定期間における生産量、使用量、焼却量など、排出活動の規模を表す指標のこと

です。地球温暖化対策の推進に関する施行令（平成 11年政令第 143 号）第３条第１

項に基づき、活動量の指標が定められています。 

具体的には、燃料の使用に伴うＣＯ２の排出量を算定する場合、ガソリン、灯油、

都市ガスなどの燃料使用量[Ｌ、m3など]が活動量になります。また、一般廃棄物の焼

却に伴うＣＯ２の排出量を算定する場合は、例えばプラスチックごみ焼却量[t]が活

動量になります。 

 吸収源 

森林等の土地利用において、人為的な管理活動、施業活動等により、植物の成長や

枯死・伐採による損失、土壌中の炭素量が変化し、ＣＯ２の吸収や排出が発生するこ

とを指します。 

 現状趨勢ＢＡＵ（Business As Usual）ケース
今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の温室効果ガス排出量を

指します。ＢＡＵケースの排出量を推計することで、「将来の見通しを踏まえた計画

目標の設定」や「より将来の削減に寄与する部門・分野別の対策・施策の立案」を行

うことができます。 

 カーボンニュートラル 

ＣＯ２を始めとする温室効果ガス排出量を、実質ゼロにすることです。排出削減を

進めるとともに、排出量から、森林などによる吸収量をオフセット(埋め合わせ)する

ことなどにより達成を目指すものです。 

 環境マネジメントシステム 

組織や事業者が、その運営や経営の中で自主的に環境保全に関する取組を進める

に当たり、環境に関する方針や目標を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んで

いくことを「環境管理」又は「環境マネジメント」といい、このための工場や事業所

内の体制・手続き等の仕組みを環境マネジメントシステムといいます。 

 グリーン購入 

商品やサービスを購入する際に、価格、機能、品質だけでなく、「環境」の視点を

重視し、環境への負荷ができるだけ少ないものを優先的に購入すること。 

 グリーン トランスフォーメーション 

産業革命以降の化石エネルギーに依存した経済・社会、産業構造を再生可能エネル

ギー等のクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体を変革しよう

とする社会の動きのことです。
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 クレジット 

クレジットとは、再生可能エネルギーの導入やエネルギー効率の良い機器の導入

もしくは植林や間伐等の森林管理により実現できた温室効果ガスの排出量の削減・

吸収量を、決められた方法に従って定量化（数値化）し、取引可能な形態にしたもの

のことです。 

 原単位 

エネルギー使用量をエネルギーの使用と関係の深い量で除した値のことで、エネ

ルギーの消費効率を比較する際に利用されます。例えば、建物の原単位は、年間のエ

ネルギー使用量を建物の延べ床面積で除した単位延べ床面積当たりのエネルギー使

用量[MJ/m2･年]となります。 

 コージェネレーション 

天然ガス、石油、ＬＰガス等を燃料として、エンジン、タービン、燃料電池等の方

式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシステムのことです。回収し

た廃熱は、工場における熱源や、家庭やオフィス、病院など生活の場における冷暖房、

給湯設備などに利用することができます。 

 コベネフィット 

地球温暖化対策と同時に追求し得る便益のこと。コベネフィットの追及により、地

球温暖化対策の実施と同時に、地域の様々な行政課題の解決が期待されています。 

サ行 
 再エネ（再生可能エネルギー） 

法律1で「エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの」とし

て、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイ

オマスが規定されています。これらは、資源を枯渇させずに繰り返し使え、発電時や熱

利用時に地球温暖化の原因となるＣＯ２をほとんど排出しない優れたエネルギーです。 

 再エネポテンシャル（再生可能エネルギーポテンシャル） 

再生可能エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置の可否を考

慮した上で推計された、再生可能エネルギー資源量のことです。 

 自家消費型太陽光発電 

民間企業や地方公共団体、家庭等において、敷地内の屋根や駐車場に太陽光発電設

備を設置し、その電力を建物内で消費する方法のことです。 

1 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に
関する法律（平成 21 年法律第 72 号） 
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 省エネ診断（省エネルギー診断） 

省エネルギーの専門家がエネルギー使用設備の状況等を現地調査し、設備の現状

を把握するとともに、省エネルギーによるエネルギー消費の削減量等を試算する取

組です。 

 スマートコミュニティ 

家庭やビル、交通システムをＩＴネットワークでつなげ、地域でエネルギーを有効

活用する次世代の社会システムのことです。 

 政府実行計画 

政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措

置について定める計画のことです。2021（令和３）年に改定された同計画では、2030

（令和 32）年の温室効果ガス排出目標が 50％削減（平成 25〔2013〕年度比）に見直

され、その目標達成に向け、太陽光発電の導入や新築建築物のＺＥＢ化等の様々な施

策を率先して実行していくこととしています。 

 ゼロカーボンアクション

政府が、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、衣食住・移動・買い物など

日常生活におけるアクションとそのアクションによるメリットをまとめたものです。 

 ゼロカーボンドライブ 

 太陽光や風力などの再生可能エネルギーを使って発電した電力（再エネ電力）と電

気自動車(ＥＶ)、プラグインハイブリッド車(ＰＨＥＶ)、燃料電池自動車(ＦＣＶ)を

活用した、走行時のＣＯ２排出量がゼロのドライブのことです。 

タ行
 大規模排出事業者（特定事業者） 

事業者全体のエネルギー使用量が省エネ法（エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律）で定められた基準以上であることから、省エネ法に基づいて、特定事業者又

は特定連鎖化事業者として指定された事業者のことです。当該事業者は、エネルギー

使用状況等の定期報告書を提出する義務等が課せられます。 

 地域新電力 

地方公共団体の戦略的な参画・関与の下で小売電気事業を営み、得られる収益等を

活用して地域の課題解決に取り組む事業者のことです。 
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 地球温暖化係数 

ＣＯ２を基準にして、ほかの温室効果ガスがどれだけ温暖化させる能力を持つかを

表した数字のことです。ＣＯ２に比べＣＨ４は約 25 倍、Ｎ２Ｏは約 298 倍、フロン類

は数百~数千倍の温暖化させる能力があるとされています。 

 地球温暖化対策計画 

地球温暖化対策推進法第８条に基づき、政府が地球温暖化対策の総合的かつ計画

的な推進を図るために策定する計画のことです。「パリ協定」や「日本の約束草案」

を踏まえて策定されました。 

 地球温暖化対策計画書制度 

地方公共団体が、域内の事業者に対して温室効果ガスの排出量やその削減等のた

めの取組等を盛り込んだ計画書・報告書の作成・提出を求めることを通じて、温室効

果ガスの排出削減等への計画的な取組を促す制度です。 

ナ行 
 日本の約束草案 

平成 27（2015）年７月に令和２（2020）年以降の地球温暖化対策に関する目標と

して、国が決定し、国連気候変動枠組条約事務局に提出した目標です。 

 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House 通称：ＺＥＨ） 

外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入に

より、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネ

ルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとするこ

とを目指した住宅のことです。 

 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（Net Zero Energy Building 通称：ＺＥＢ） 

先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制や自然光・風などの積極的な活用、

高効率な設備システムの導入等により、エネルギー自立度を極力高め、年間のエネル

ギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物です。 

ハ行 
 排出係数 

温室効果ガスの排出量を算定する際に用いられる係数のことです。温室効果ガス

の排出量は、直接測定するのではなく、請求書や事務・事業に係る記録等で示されて

いる「活動量」（例えば、ガソリン、電気、ガスなどの使用量）に、「排出係数」を掛

けて求めます。 

排出係数は、地球温暖化対策推進法施行令で、定められています。 

< https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/manual2.html> 
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 パリ協定 
平成 27（2015）年 12 月にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第 21

回締約国会議（ＣＯＰ２１）で採択された新たな国際的枠組みです。主要排出国を含
む全ての国が削減目標を５年ごとに提出・更新すること等が含まれています。 

英数字 
 ＢＡＴ（Best Available Technology） 

利用可能な最良の技術、現実的に利用可能な最新のプロセス、施設、装置のことを
指します。 

 ＢＥＭＳ（Building Energy Management System） 
建築物全体での徹底した省エネルギー・省ＣＯ２を促進するため、エネルギーの使

用状況を表示し、照明や空調等の機器・設備について、最適な運転の支援を行うビル
のエネルギー管理システムを指します。 

 ＣＥＭＳ（Community Energy Management System） 
地域エネルギーマネジメントシステムのこと。オフィスビルや商業施設を対象と

したＢＥＭＳ、工場などの産業施設を対象としたＦＥＭＳ、各家庭を対象としたＨＥ
ＭＳによって、ビルや工場、家庭での各エネルギー需給を最適化し、ＣＥＭＳにより
地域のエネルギーを総合的に管理することを目的としたシステムです。 

 ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ 
政府が推進している、CO₂などの温室効果ガスの排出量削減のために、脱炭素社会

づくりに貢献する「製品への買換え」、「サービスの利用」、「ライフスタイルの選択」
など、日々の生活の中で、あらゆる「賢い選択」をしていこうという取組のことです。 

 ＦＥＭＳ（Facility Energy Management System） 
産業施設エネルギーマネジメントシステムのこと。工場・プラント内で最適なエネ

ルギー管理が行われることが可能となるだけでなく、その周辺の地域レベルでのエ
ネルギーの最適化も促進されることが期待されています。 

 ＧＸ（Green Transformation） 
「グリーン トランスフォーメーション」を参照。 

 ＰＰＡモデル 
発電事業者が発電した電力を特定の需要家等に供給する契約方式です。本マニュ

アルでは、事業者が需要家の屋根や敷地に太陽光発電システムなどを無償で設置・運
用して、発電した電気は設置した事業者から需要家が購入し、その使用料を PPA 事
業者に支払うビジネスモデル等を想定しています。需要家の太陽光発電設備等の設
置に要する初期費用がゼロとなる場合もあるなど、需要家の負担軽減の観点でメリ
ットがあるが、当該設備費用は電気使用料により支払うため、設備費用を負担しない
わけではないことに留意が必要です。 
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 ＺＥＢ 

「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル」を参照。 

 ＺＥＨ 

「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」を参照。 


